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第３節  人事・給与  

 

   つがる西北五広域連合病院事業職員就業規程 
 

平成 ２４ 年  ３  月 ３０ 日 

病院事業管理規程 第 １３ 号 

改正 平成 ２４ 年  ７  月 １１ 日 

病院事業管理規程 第 ２９ 号 

改正 平成 ２４ 年 １０ 月 １ 日 

病院事業管理規程 第 ３７ 号 

改正 平成 ２４ 年 １１ 月 ３０ 日 

病院事業管理規程 第 ４６ 号 

改正 平成 ２５ 年 ８ 月 ５ 日 

病院事業管理規程 第 ８ 号 

改正 平成 ２６ 年 ２ 月 ２８ 日 

病院事業管理規程 第 １１ 号 

改正 平成 ２６ 年 ４ 月 １ 日 

病院事業管理規程 第 １６ 号 

改正 平成 ２６ 年 ９ 月 １ 日 

病院事業管理規程 第 ２８ 号 

改正 平成 ２７ 年 ３ 月 ３０ 日 

病院事業管理規程 第 ７ 号 

改正 平成 ２８ 年 ４ 月 １ 日 

病院事業管理規程 第 ３ 号 

改正 平成 ２９ 年 １ 月 １ 日 

病院事業管理規程 第 ２ 号 
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第１章 総則 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、法令その他別に定めがあるものを除くほか、つがる西北五広域連合病院事業

（以下「病院事業」という。）に従事する職員の就業上の諸条件及び規律等に関し必要な事項を定め

るものとする。 

 （適用範囲） 

第２条 この規程は、病院事業に従事する職員のうち地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）

第１５条の規定により病院事業の管理者（以下「管理者」という。）が任用した職員（臨時又は非

常勤の職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第２８条の５第１項

に規定する短時間勤務の職を占める職員を除く。）を除く。以下「職員」という。）について適用す

る。 

第２章 服務 

    第１節 通則 

 （服務の原則） 

第３条 職員は、病院事業の経営の基本原則を自覚し、その職務の遂行に当たっては、全体の奉仕者

としての自覚をもち、かつ、関係法令、条例、規則及び公営企業管理規程等を遵守し、並びに上司

の職務上の命令に従い、誠実かつ公平に、その職務を遂行しなければならない。 

２ 職員は、その職務を遂行するに当たっては、常に創意工夫し、能率の発揮及び増進に努めるとと

もに、病院事業の能率的な運営に寄与しなければならない。 

 （服務の宣誓） 

第４条 新たに職員となった者は、つがる西北五広域連合職員の服務の宣誓に関する条例（平成１１

年つがる西北五広域連合条例第７号）の規定により宣誓しなければならない。 

    第２節 執務 

 （出勤） 

第５条 職員は、定刻までに出勤し、自ら出勤簿（様式第１号）に押印しなければならない。ただし、

自動式時間記録機が設置されている勤務場所にあっては、出勤したとき及び退庁するときは、自ら

自動式時間記録機で記録しなければならない。 

２ 公務その他やむを得ない理由により出勤簿に押印し、又は自動式時間記録機で記録することがで

きないときは、速やかに所属長に届け出なければならない。 

 （欠勤） 

第６条 職員は、第４８条の規定による場合を除き、家事その他の理由により勤務できないときは、

あらかじめ欠勤届（様式第２号）を管理者に提出しなければならない。ただし、緊急その他やむを

得ない理由により、あらかじめ、提出することができないときは、所属長に欠勤する旨、連絡する

とともに、事後速やかに欠勤届を提出しなければならない。 

（執務上の心得） 

第７条 職員は、勤務時間（休憩時間を除く。以下この条において「執務時間」という。）中みだり

に執務場所を離れてはならない。 
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２ 職員は、執務時間中に外出しようとするときは、上司の承認を受けるものとする。一時離席しよ

うとする場合においても、その旨を上司に届け出るなど常に自己の所在を明らかにしておくよう心

掛けなければならない。 

３ 職員は、その身分を明確にし、公務の適正な執行を図るため、勤務中、常に自己の所属、職及び

氏名を明らかにした身分証を原則として胸部に着用しなければならない。ただし、つり下げひもに

よる着用も可とする。 

４ 前項の身分証については、つがる西北五広域連合病院事業職員の証に関する規程（平成２４年つ

がる西北五広域連合病院事業管理規程第８号）の定めるところによる。 

（執務環境の整理等） 

第８条 職員は、常に執務環境の整理に努めるとともに、物品等の保全活用に心掛けなければならな

い。 

２ 職員は、常に所管の文書等の整理に努め、不在のときでも事務の処理に支障のないようにしてお

かなければならない。 

（退庁時の処置） 

第９条 職員は、別段の定めがない限り、勤務時間が終了したときは、次に掲げる処置をして速やか

に退庁しなければならない。 

（１）文書及び物品等を所定の場所へ格納すること。 

（２）火気の始末、消灯、戸締り等火災及び盗難の防止のための必要な処置をとること。 

２ 職員は、第２１条及び第３３条に規定する勤務を命ぜられて執務する場合において、当該勤務を

終えたときは、前項各号に掲げる処置をして速やかに退庁しなければならない。 

（復命） 

第１０条 出張した職員は、命令された用務を終えて帰庁したときは、速やかにその概要を口頭で上

司に報告するとともに、復命書を管理者に提出しなければならない。 

    第３節 身分等の異動 

 （着任） 

第１１条 新たに採用された職員又は転任を命ぜられた職員は、速やかに着任しなければならない。 

２ 前項に規定する職員は、特別の理由により転任等の通知を受けた日から３日以内に着任できない

場合は、あらかじめ管理者の承認を受けなければならない。 

 （事務引継） 

第１２条 職員は、転任、休職、退職等の場合は、別に定めるもののほか、速やかにその担任する事

務について事務引継書（様式第３号）を作成し、関係書類を添えて、後任者又は上司の指名する職

員に引き継がなければならない。 

２ 職員は、前項の事務引継が終わったときは、事務引継書を上司に届け出なければならない。 

 （履歴事項の異動届等） 

第１３条 職員は、氏名、本籍地、現住所、学歴、免許、資格その他履歴事項に異動があったときは、

履歴事項異動届（様式第４号）により管理者に届け出なければならない。 

２ 職員は、履歴書に登載された履歴事項について誤りを発見したときは、履歴事項訂正願（様式第

５号）により管理者に願い出なければならない。 

 （新規採用職員の提出書類） 

第１４条 新たに採用された職員は、採用の日から３日以内に次に掲げる書類を管理者に提出しなけ

ればならない。 

（１）宣誓書 
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（２）上半身名刺版写真２枚を添付した履歴書 

（３）戸籍の個人事項証明書及び住民票の抄本 

（４）身元保証書（様式第６号） 

（５）前各号に掲げるもののほか、管理者が必要と認める書類 

    第４節 在籍専従許可及び営利企業等の従事許可 

（在籍専従許可の申請等） 

第１５条 職員は、労働組合の役員として、当該労働組合の業務に専ら従事するため、地方公営企業

等の労働関係に関する法律（昭和２７年法律第２８９号）第６条第１項ただし書の許可（以下「在

籍専従許可」という。）を受けようとするときは、在籍専従許可申請書（様式第７号）により管理

者に申請しなければならない。 

２ 在籍専従許可を受けた職員が、その許可の有効期間中に労働組合の役員として当該労働組合の業

務に専ら従事する者でなくなったときは、直ちに在籍専従資格喪失届出書（様式第８号）により管

理者に届け出なければならない。 

（営利企業等の従事許可の願出） 

第１６条 職員は、法第３８条第１項に規定する営利企業等の従事許可を受けようとするときは、営

利企業等の従事許可願（様式第９号）により管理者に願い出なければならない。 

第３章 勤務 

    第１節 勤務時間等 

（勤務時間等） 

第１７条 職員の勤務時間は、休憩時間を除き、４週間を超えない期間につき１週間当たり３８時間

４５分とする。ただし、職務の特殊性により特別の形態で勤務する必要のある職員については、毎

月１日を起算日とする１か月単位の変形労働時間制を適用し、１週間の所定労働時間は、１か月を

平均して１週間当たり３８時間４５分とする。 

    （平成２６病院事業管理規程２８・一部改正） 

２ 管理者は、１日の勤務時間が６時間を超える場合においては少なくとも４５分、８時間を超える

場合においては少なくとも１時間の休憩時間を、それぞれ勤務時間の途中に置かなければならない。 

３ 職員の始業及び終業の時間並びに休憩時間は、別表第１のとおりとする。ただし、業務その他の

都合により所定の労働時間を超えない範囲で始業及び終業時間を変更することができる。 

４ 業務の都合その他やむを得ない事情により、前項に規定する勤務時間により難いものについては、

これらを繰り上げ、又は繰り下げることがある。この場合において、業務の都合によるときは、管

理者が前日までに通知する。 

５ 第３項の休憩時間は、職務の特殊性又は当該勤務箇所の特殊性がある場合においては、一斉に与

えないことができる。 

６ 第１項の規定にかかわらず、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号。

以下「育児休業法」という。）第１０条第３項の規定により、同条第１項に規定する育児短時間勤

務（以下「育児短時間勤務」という。）の承認を受けた職員（育児休業法第１７条の規定による短

時間勤務をすることとなった職員を含む。以下「育児短時間勤務職員等」という。）の１週間当た

りの勤務時間は、当該承認を受けた育児短時間勤務の内容に従い、管理者が別に定める。 

６７ 法第２８条の４第１項若しくは第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の

規定により採用された職員で、同法第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占めるもの

（以下「再任用短時間勤務職員」という。）の勤務時間は、第１項の規定にかかわらず、休憩時間
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を除き、４週間を超えない期間につき１週間当たり１５時間３０分から３１時間までの範囲内で、

管理者が定めるものとする。 

    （平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

（週休日） 

第１８条 日曜日及び土曜日は、週休日（勤務時間を割り振らない日をいう。以下同じ。）とする。

ただし、管理者は、育児短時間勤務職員等については、必要に応じ、当該育児短時間勤務の内容に

従い、これらの日に加えて月曜日から金曜日までの５日間において週休日を設けるものとし、再任

用短時間勤務職員については、日曜日及び土曜日に加えて月曜日から金曜日までの５日間において

週休日を設けることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、前条第１項ただし書に規定する職務の特殊性により特別の形態で勤務

する必要のある職員（育児短時間勤務職員等を除く。）の週休日は、月の初日から末日までの期間を

通じ、当該月における日曜日及び土曜日の総日数とする。 

    （平成２６病院事業管理規程２８・一部改正） 

３ 管理者は、業務の運営上の事情により第１項の規定によることが困難である場合には、４週間ご

との期間につき８日の週休日（育児短時間勤務職員等にあっては８日以上で当該育児短時間勤務の

内容に従った週休日、再任用短時間勤務職員にあっては８日以上の週休日）を設け、勤務時間を割

り振られた日が引き続き１２日を超えないようにし、かつ、１回の勤務に割り振られる勤務時間が

１６時間を超えないようにして、前条第１項本文に規定する勤務時間となるように勤務時間を割り

振らなければならない。ただし、職務の特殊性（育児短時間勤務職員等にあっては、当該育児短時

間勤務の内容）により、４週間ごとの期間につき８日（育児短時間勤務職員等及び再任用短時間勤

務職員にあっては、８日以上）の週休日を設け、又は当該期間につき同項に規定する勤務時間とな

るように勤務時間を割り振ることが困難である職員について、４週間を超えない期間につき１週間

当たり１日以上の割合で週休日（育児短時間勤務職員にあっては、４週間を超えない期間につき１

週間当たり１日以上の割合で当該育児短時間勤務の内容に従った週休日）を設け、及び当該期間に

つき、勤務時間を割り振られた日が引き続き１２日を超えないようにし、かつ、１回の勤務に割り

振られる勤務時間が１６時間を超えないようにして、同項に規定する勤務時間となるように勤務時

間を割り振る場合には、この限りでない。 

    （平成２６病院事業管理規程２８・一部改正） 

 （週休日の振替等） 

第１９条 管理者は、職員に前条の規定により週休日とされた日において特に勤務することを命ずる

必要がある場合には、勤務時間が割り振られた日（以下「勤務日」という。）のうち勤務すること

を命ずる必要がある日を起算日とする４週間前の日から当該勤務することを命ずる必要がある日を

起算日とする６月後の日までの期間内にある勤務日を週休日に変更して、当該勤務日に割り振られ

た勤務時間を当該勤務することを命ずる必要がある日に割り振り、又は当該期間内にある勤務日の

勤務時間のうち４時間を当該勤務日に割り振ることをやめて、当該４時間の勤務時間を当該勤務す

ることを命ずる必要がある日に割り振ることができる。 

２ 管理者は、週休日の振替（勤務日を週休日に変更して当該勤務日に割り振られた勤務時間を勤務

することを命ずる必要がある日に割り振ることをいう。以下この項において同じ。）又は４時間の

勤務時間の割振り変更（勤務日（４時間の勤務時間のみが割り振られている日を除く。以下この条

において同じ。）のうち４時間の勤務時間を当該勤務日に割り振ることをやめて当該４時間の勤務

時間を勤務することを命ずる必要がある日に割り振ることをいう。以下この条において同じ。）を

行う場合には、週休日の振替又は４時間の勤務時間の勤務時間の割振り変更（以下「週休日の振替
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等」という。）を行った後において、週休日が毎４週間につき４日以上となるようにし、かつ、勤

務時間を割り振られた日が引き続き２４日を超えないようにしなければならない。 

３ 管理者は、４時間の勤務時間の割振り変更を行う場合には、第１項に規定する期間内にある勤務

日の始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続する勤務時間について割り振ることをやめて

行わなければならない。 

（休日の代休日） 

第２０条 管理者は、職員に勤務日のうち国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に

規定する休日（以下「祝日法による休日」という。）又は祝日法による休日を除く１２月２９日か

ら翌年の１月３日までの日（以下この条及び次条において「休日」と総称する。）である勤務日に

割り振られた勤務時間の全部（次項において「休日の全勤務時間」という。）について特に勤務す

ることを命じた場合には、当該休日前に、当該休日に代わる日（次項において「代休日」とい

う。）として、当該休日後の勤務日（第２２条第１項の規定により時間外勤務代休時間が指定され

た勤務日及び休日を除く。）を指定することができる。 

２ 前項の規定により代休日を指定された職員は、勤務を命ぜられた休日の全勤務時間を勤務した場

合において、当該代休日には、特に勤務することを命ぜられるときを除き、正規の勤務時間におい

ても勤務することを要しない。 

３ 管理者は、職員があらかじめ代休日の指定を希望しない旨申し出た場合には、代休日を指定しな

いものとする。 

（時間外勤務） 

第２１条 管理者は、業務のため臨時又は緊急の必要がある場合には、正規の勤務時間以外の時間に

おいて職員に勤務することを命ずることができる。ただし、当該職員が育児短時間勤務職員等であ

る場合にあっては、業務のため臨時又は緊急の必要があり、当該職員に勤務することを命じなけれ

ば業務の運営に著しい支障が生ずると認められるときに限り、正規の勤務時間以外の時間において

当該職員に勤務することを命ずることができる。 

２ 管理者は、前項の規定に基づき正規の勤務時間以外の時間において職員に勤務することを命ずる

場合には、職員の健康及び福祉を害しないように考慮しなければならない。 

（時間外勤務代休時間） 

第２２条 管理者は、つがる西北五広域連合病院企業職員の給与の種類及び基準に関する条例施行規

程（平成２４年つがる西北五広域連合病院事業管理規程第１８号。以下「給与規程」という。）第

４２条第４項の規定により時間外勤務手当を支給すべき職員に対して、次条で定めるところにより、

当該時間外勤務手当の一部の支給に代わる措置の対象となるべき時間（以下「時間外勤務代休時

間」という。）として、同項に規定する６０時間を超えて勤務した全時間に係る月（次条第１項に

おいて「６０時間超過月」という。）の末日の翌日から同日を起算日とする２月後の日までの期間

内にある勤務日等（休日及び代休日を除く。）に割り振られた勤務時間の全部又は一部を指定する

ことができる。 

    （平成２５病院事業管理規程８・一部改正） 

２ 前項の規定により時間外勤務代休時間を指定された職員は、当該時間外勤務代休時間には、特に

勤務することを命ぜられる場合を除き、正規の勤務時間においても勤務することを要しない。 

 （時間外勤務代休時間の指定） 

第２３条 管理者は、前条第１項の規定により時間外勤務代休時間を指定する場合には、同項に規定

する期間内にある勤務日等（休日及び代休日を除く。第３項において同じ。）に割り振られた勤務

時間のうち、時間外勤務代休時間の指定に代えようとする時間外勤務手当の支給に係る６０時間超
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過月における給与規程第４２条第４項の規定の適用を受ける時間（以下この項及び第５項において

「６０時間超過時間」という。）の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める時間数の時間

を指定するものとする。 

    （平成２５病院事業管理規程８・一部改正） 

（１）給与規程第４２条第１項第１号に掲げる勤務に係る時間 当該時間に該当する６０時間超過時

間の時間数に１００分の２５を乗じて得た時間数 

（２）給与規程第４２条第１項第２号に掲げる勤務に係る時間 当該時間に該当する６０時間超過時

間の時間数に１００分の１５を乗じて得た時間数 

２ 前項の場合において、その指定は、１時間、４時間又は７時間４５分を単位として行うものとす

る。 

３ 管理者は、前条第１項の規定により１回の勤務に割り振られた勤務時間の一部について時間外勤

務代休時間を指定する場合には、同項に規定する期間内にある勤務日等の始業の時刻から連続し、

又は終業の時刻まで連続する勤務時間内について行わなければならない。ただし、管理者が業務の

運営並びに職員の健康及び福祉を考慮して必要があると認める場合は、この限りでない。 

４ 管理者は、職員があらかじめ時間外勤務代休時間の指定を希望しない旨申し出た場合には、時間

外勤務代休時間を指定しないものとする。 

５ 管理者は、前条第１項に規定する措置が６０時間超過時間の勤務をした職員の健康及び福祉の確

保に特に配慮したものであることにかんがみ、前項に規定する場合を除き、当該職員に対して時間

外勤務代休時間を指定するよう努めるものとする。 

６ 時間外勤務代休時間の指定の手続に関し必要な事項は、別に定める。 

（育児を行う職員の早出遅出勤務） 

第２４条 管理者は、小学校就学の始期に達するまでの子（民法（明治２９年法律第８９号）第８１

７条の２第１項の規定により職員が当該職員との間における同項に規定する特別養子縁組の成立に

ついて家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限

る。）であって、当該職員が現に監護するもの、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７

条第１項第３号の規定により同法第６条の４第１項に規定する里親である職員に委託されている児

童のうち、当該職員が養子縁組によって養親となることを希望している者及び児童の親その他の同

法第２７条第４項に規定する者の意に反するため、同項の規定により、同法第６条の４第１項に規

定する里親のうち養子縁組によって養親となることを希望している者として当該児童を委託するこ

とができない職員に同条第２項に規定する養育里親として同法第２７条第１項第３号の規定により

委託されている者を含む。以下この条及び第２５条、第２７条、第２８条、第３０条、第３１条に

おいて同じ。）を養育する職員又は小学校、義務教育学校の前期課程若しくは特別支援学校の小学

部に就学している子を養育する職員であって、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の

２第２項に規定する放課後児童健全育成事業を行う施設、児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省

令第１１号）第１９条第３号に規定する事業における相互援助活動を行う場所、障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５条第８項に規定す

る児童デイサービスを行う事業若しくは同法第７７条第１項に規定する地域生活支援事業のうち日

中一時支援事業を行う施設又は文部科学省の補助事業である学校・家庭・地域の連携による教育支

援事業として実施する放課後等における学習その他の活動を行う場所にその子（各事業を利用する

ものに限る。）を出迎えるために赴き、又は見送るために赴く職員が、その子を養育するために請

求した場合には、業務の運営に支障がある場合を除き、当該職員に当該請求に係る早出遅出勤務

（始業及び終業の時刻を、職員が育児又は介護を行うためのものとしてあらかじめ定められた特定
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の時刻とする勤務時間の割振りによる勤務をいう。以下同じ。）をさせるものとする。 

    （平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

２ 前項の規定による請求は、子が出生する前においてもすることができるものとする。 

 （育児を行う職員の早出遅出勤務の請求手続等） 

第２５条 前条第１項の規定による請求は、早出遅出勤務請求書（様式第１０号）により、早出遅出

勤務を請求する１の期間（以下「早出遅出勤務期間」という。）について、その初日（以下「早出

遅出勤務開始日」という。）及び末日（以下「早出遅出勤務終了日」という。）とする日を明らか

にして、あらかじめ行うものとする。 

２ 前項の請求があった場合においては、管理者は、業務の運営の支障の有無について、速やかに当

該請求をした職員に対し通知しなければならない。この場合において、当該通知後に業務の運営に

支障が生じる日があることが明らかとなった場合にあっては、管理者は、当該日の前日までに、当

該請求をした職員に対しその旨を通知しなければならない。 

３ 管理者は、第１項の規定による請求に係る事由について確認する必要があると認めるときは、当

該請求をした職員に対して、証明書類の提出を求めることができる。 

４ 第１項の規定による請求がされた後、早出遅出勤務開始日とされた日の前日までに、次の各号に

掲げるいずれかの事由が生じた場合には、当該請求は、されなかったものとみなす。 

（１）当該請求に係る子が死亡した場合 

（２）当該請求に係る子が離縁又は養子縁組の取消しにより当該請求をした職員の子でなくなった場

合 

（３）前２号に掲げる場合のほか、当該請求をした職員が前条第１項に規定する職員に該当しなくな

った場合 

（４）当該請求をした職員が当該請求に係る子と同居しないこととなった場合 

（５）当該請求に係る特別養子縁組の成立前の監護対象者等が民法（明治２９年法律第８９号）第８

１７条の２第１項の規定による請求に係る家事審判事件が終了したこと（特別養子縁組の成立の

審判が確定した場合を除く。）又は養子縁組が成立しないまま児童福祉法第２７条第１項第３号

の規定による措置が解除されたことにより当該養子縁組の成立前の監護対象者でなくなった場合 

    （平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

５ 早出遅出勤務開始日以後早出遅出勤務終了日とされた日の前日までに、前項各号に掲げるいずれ

かの事由が生じた場合には、第１項の規定による請求は、当該事由が生じた日を早出遅出勤務期間

の末日とする請求であったものとみなす。 

６ 前２項の場合において、職員は遅滞なく、第４項各号に掲げる事由が生じた旨を、育児又は介護

の状況変更届（様式第１１号）により、管理者に届け出なければならない。 

７ 第３項の規定は、前項の届出について準用する。 

 （介護を行う職員の早出遅出勤務の請求等） 

第２６条 管理者は、第３９条第１項に規定する要介護者を介護する職員が当該要介護者を介護する

ために請求した場合には、業務の運営に支障がある場合を除き、当該職員に当該請求に係る早出遅

出勤務をさせるものとする。 

２ 前条（第４項第３号及び第４号を除く。）の規定は、前項の請求について準用する。この場合に

おいて、同項第１号中「子」とあるのは「要介護者」と、同項第２号中「子が離縁又は養子縁組の

取消しにより当該請求をした職員の子でなくなった」とあるのは「要介護者と当該請求をした職員

との親族関係が消滅した」と読み替えるものとする。 

（育児を行う職員の深夜勤務の制限） 
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第２７条 管理者は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員（職員の配偶者で当該子の

親（当該子について民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条の２第１項の規定により特別養子

縁組の成立について家庭裁判所に請求した者及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７

条第１項第３号の規定により委託されている同法第６条の４第１項に規定する里親を含む。）であ

るものが、深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間をいう。以下この項において同じ。）に

おいて常態として当該子を養育することができるものとして次の各号に定める者に該当する場合に

おける当該職員を除く。）が、当該子を養育するために請求した場合には、公務の運営に支障があ

る場合を除き、深夜における勤務をさせてはならない。 

    （平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

（１）深夜において就業していない者（深夜における就業日数が１月について３日以下の者を含

む。）であること。 

（２）負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により請求に係る子を養育することが困難な状態

にある者でないこと。 

（３）８週間（多胎妊娠の場合にあっては１４週間）以内に出産する予定である者又は産後８週間を

経過しない者でないこと。 

    （平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

２ 前項の規定による請求は、子が出生する前においてもすることができるものとする。 

（育児を行う職員の深夜勤務の制限の請求等） 

第２８条 職員は、深夜勤務の制限を請求する１の期間（６月以内の期間に限る。以下「深夜勤務制

限期間」という。）について、その初日（以下「深夜勤務制限開始日」という。）及び末日（以下

「深夜勤務制限終了日」という。）とする日を明らかにして、深夜勤務制限開始日の１月前までに

深夜勤務制限請求書（様式第１０号）により請求を行うものとする。 

２ 前項の請求があった場合においては、管理者は、業務の運営の支障の有無について、速やかに当

該請求をした職員に対し通知しなければならない。この場合において、当該通知後に業務の運営に

支障が生じる日があることが明らかになった場合にあっては、管理者は、当該支障が生じる日の前

日までに、当該請求をした職員に対しその旨を通知しなければならない。 

３ 第２５条第３項の規定は、第１項の規定による請求について準用する。 

４ 第１項の規定による請求がされた後、深夜勤務制限開始日とされた日の前日までに、次の各号に

掲げるいずれかの事由が生じた場合には、当該請求はされなかったものとみなす。 

（１）当該請求に係る子が死亡した場合 

（２）当該請求に係る子が離縁又は養子縁組の取消しにより当該請求をした職員の子でなくなった場

合 

（３）前２号に掲げる場合のほか、当該請求をした職員が前条第１項に規定する職員に該当しなくな

った場合 

（４）当該請求をした職員が当該請求に係る子と同居しないこととなった場合 

（５）当該請求に係る特別養子縁組の成立前の監護対象者等が民法（明治２９年法律第８９号）第８

１７条の２第１項の規定による請求に係る家事審判事件が終了したこと（特別養子縁組の成立の

審判が確定した場合を除く。）又は養子縁組が成立しないまま児童福祉法第２７条第１項第３号

の規定による措置が解除されたことにより当該養子縁組の成立前の監護対象者でなくなった場合 

    （平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 
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５ 深夜勤務制限開始日以後深夜勤務制限終了日とされた日の前日までに、前項各号に掲げるいずれ

かの事由が生じた場合には、第１項の規定による請求は、当該事由が生じた日を深夜勤務制限期間

の末日とする請求であったものとみなす。 

６ 前２項の場合において、職員は遅滞なく、第４項各号に掲げる事由が生じた旨を、育児又は介護

の状況変更届（様式第１１号）により、管理者に届け出なければならない。 

７ 第２５条第３項の規定は、前項の規定による届出について準用する。 

（介護を行う職員の深夜勤務の制限の請求等） 

第２９条 管理者は、第３９条第１項に規定する要介護者を介護する職員が当該要介護者を介護する

ために請求した場合には、業務の運営に支障がある場合を除き、深夜勤務をさせてはならない。 

２ 前条（前条第４項第３号及び第４号を除く。）の規定は、前項の請求について準用する。この場

合において、前条第４項第１号中「子」とあるのは「要介護者」と、同項第２号中「子が離縁又は

養子縁組の取消しにより当該請求をした職員の子でなくなった」とあるのは「要介護者と当該請求

をした職員との親族関係が消滅した」と読み替えるものとする。 

（育児を行う職員の時間外勤務の制限） 

第３０条 管理者は、３歳に満たない子を養育する職員が、当該子を養育するために請求した場合に

は、当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難である場合を除き、

第２１条に規定する勤務（災害その他避けることのできない事由に基づく臨時の勤務を除く。以下

「時間外勤務」という。）をさせてはならない。 

２ 管理者は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、当該子を養育するために請求

した場合には、当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難である

場合を除き、１月について２４時間、１年について１５０時間を超えて、時間外勤務をさせてはな

らない。 

３ 前２項の規定による請求は、子が出生する前においてもすることができるものとする。 

（育児を行う職員の時間外勤務の制限の請求等） 

第３１条 職員は、時間外勤務の制限を請求する１の期間について、その初日（以下「時間外勤務制

限開始日」という。）及び期間（１年又は１年に満たない月を単位とする期間に限る。）を明らか

にして、時間外勤務制限開始日の前日までに、時間外勤務制限請求書（様式第１０号）により前条

第１項又は第２項の規定による請求を行わなければならない。この場合において、同条第１項の規

定による請求に係る期間と同条第２項の規定による請求に係る期間とが重複しないようにしなけれ

ばならない。 

２ 前項の請求があった場合においては、管理者は、前条第１項又は第２項に規定する措置を講ずる

ことが著しく困難であるかどうかについて、速やかに当該請求をした職員に対し通知しなければな

らない。 

３ 管理者は、第１項の請求が、当該請求があった日の翌日から起算して１週間を経過する日（以下

「１週間経過日」という。）前の日を時間外勤務制限開始日とする請求であった場合で、前条第１

項又は第２項に規定する措置を講ずるために必要があると認めるときは、当該時間外勤務制限開始

日から１週間経過日までの間のいずれかの日に時間外勤務制限開始日を変更することができる。 

４ 管理者は、前項の規定により時間外勤務制限開始日を変更した場合においては、当該時間外勤務

制限開始日を当該変更前の時間外勤務制限開始日の前日までに当該請求をした職員に対し通知しな

ければならない。 

５ 第２５条第３項の規定は、第１項の規定による請求について準用する。 
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６ 第１項の請求がされた後、時間外勤務制限開始日の前日までに、次に掲げるいずれかの事由が生

じた場合には、当該請求はされなかったものとみなす。 

（１）当該請求に係る子が死亡した場合 

（２）当該請求に係る子が離縁又は養子縁組の取消しにより当該請求をした職員の子でなくなった場

合 

（３）当該請求をした職員が当該請求に係る子と同居しないこととなった場合 

（４）当該請求に係る特別養子縁組の成立前の監護対象者等が民法（明治２９年法律第８９号）第８

１７条の２第１項の規定による請求に係る家事審判事件が終了したこと（特別養子縁組の成立の

審判が確定した場合を除く。）又は養子縁組が成立しないまま児童福祉法第２７条第１項第３号

の規定による措置が解除されたことにより当該養子縁組の成立前の監護対象者でなくなった場合 

    （平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

７ 時間外勤務制限開始日から起算して第１項の請求に係る期間を経過する日の前日までの間に、次

の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、同項の規定による請求は、時間外勤務制限開始

日から当該事由が生じた日までの期間についての請求であったものとみなす。 

（１）前項各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合 

（２）当該請求に係る子が、前条第１項の規定による請求にあっては３歳に、同条第２項の規定によ

る請求にあっては小学校就学の始期に達した場合 

８ 前２項の場合において、職員は遅滞なく、第６項各号に掲げる事由が生じた旨を、育児又は介護

の状況変更届（様式第１１号）により、管理者に届け出なければならない。 

９ 第２５条第３項の規定は、前項の規定による届出について準用する。 

（介護を行う職員の時間外勤務の制限の請求等） 

第３２条 管理者は、第３９条第１項に規定する要介護者を介護する職員が当該要介護者を介護する

ために請求した場合には、当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく

困難である場合を除き、１月について２４時間、１年について１５０時間を超えて、時間外勤務を

させてはならない。 

２ 前条（第６項第３号を除く。）の規定は、前項の請求について準用する。この場合において、同

条第１項、第２項及び第３項中「前条第１項又は第２項」とあるのは「前条第２項」と、同条第１

項中「ならない。この場合において、同条第１項の規定による請求に係る期間と同条第２項の規定

による請求に係る期間とが重複しないようにしなければならない」とあるのは「ならない」と、同

条第６項第１号中「子」とあるのは「要介護者」と、同項第２号中「子が離縁又は養子縁組の取消

しにより当該請求をした職員の子でなくなった」とあるのは「要介護者と当該請求をした職員との

親族関係が消滅した」と、同条第７項中「次の各号」とあるのは「前項第１号又は第２号」と読み

替えるものとする。 

（日直勤務、宿直勤務等） 

第３３条 職員の宿日直勤務は、つがる西北五広域連合病院事業職員の宿日直勤務規程（平成２４年

つがる西北五広域連合病院事業管理規程第１４号）の定めるところによる。 

    第２節 休暇 

 （休暇の種類） 

第３４条 職員の休暇は、年次休暇、病気休暇、特別休暇、介護休暇、介護時間及び組合休暇とする。 

    （平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

 （年次休暇） 
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第３５条 年次休暇は、１年度（４月１日から翌年の３月３１日までをいう。以下同じ。）ごとにお

ける休暇とし、その日数は、１年度において、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に

掲げる日数とする。 

（１）次号及び第３号に掲げる職員以外の職員 ２０日（育児短時間勤務職員、再任用短時間勤務職

員及び任期付短時間勤務職員にあっては、その勤務時間等を考慮し２０日を超えない範囲内で、

次に掲げる職員の区分に応じ、次に掲げる日数（当該日数に１日未満の端数があるときは、これ

を四捨五入して得た日数）。ただし、その日数が労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第３９

条の規定により付与すべきとされている日数を下回る場合には、同条の規定により付与すべきも

のとされている日数とする。） 

  ア 斉一型短時間勤務職員（育児短時間勤務職員等及び再任用短時間勤務職員のうち、１週間ご

との勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間の時間数が同一であるものをいう。以下同じ。） 

２０日に斉一型短時間勤務職員の１週間の勤務日の日数を５日で除して得た数を乗じて得た日

数 

  イ 不斉一型短時間勤務職員（育児短時間勤務職員等及び再任用短時間勤務職員のうち、斉一型

短時間勤務職員以外のものをいう。以下同じ。） １５５時間に第１７条第５６項及び第６７

項の規定に基づき定められた不斉一型短時間勤務職員の勤務時間を３８時間４５分で除して得

た数を乗じて得た時間数を、１日当りの勤務時間を１日として日に換算して得た日数 

    （平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

（２）次号に掲げる職員以外の職員であって、当該年の中途において新たに職員となったもの その

者の当該年度における在職期間に応じ、別表第２の日数欄に掲げる日数（育児短時間勤務職員等

及び再任用短時間勤務職員にあっては、その者の勤務時間を考慮し、管理者が別に定める日数）

（以下この項において「基本日数」という。） 

（３）当該年度の前年度において地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和２７年法律第２８９

号）の適用を受ける職員、特別職に属する地方公務員、職員以外の地方公務員、国家公務員又は

公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号）に規定する土地開発公社その他そ

の業務が国又は地方公共団体の事務若しくは事業と密接な関連を有する法人のうち管理者が定め

るものに使用される者（以下この号において「地方公営企業労働関係法適用職員等」という。）

であった者であって引き続き当該年度に新たに職員となったもの及び当該年度の前年度において

職員であった者であって引き続き当該年度に地方公営企業労働関係法適用職員等になり引き続き

再び職員となったもの 次に掲げる職員の区分に応じ、次に掲げる日数（その日数が基本日数に

満たない場合にあっては、基本日数） 

  ア 当該年度の初日に職員となった場合 ２０日に当該年度の前年度における年次休暇に相当す

る休暇又は年次休暇の残日数（当該残日数が２０日を超える場合にあっては、２０日）を加え

て得た日数 

  イ 当該年度の初日後に職員となった場合 この号のアの日数から職員となった日の前日までの

間に使用した年次休暇の日数を減じて得た日数 

    （平成２６病院事業管理規程１６・一部改正） 

２ 年次休暇は、２０日（前項第１号ア又はイに掲げる職員にあっては、同号の規定による日数）を

限度として、当該年度の翌年度に繰り越すことができる。 

    （平成２６病院事業管理規程１６・一部改正） 
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３ 年次休暇の単位は、１日、半日若しくは１時間（育児短時間勤務職員等又は再任用短時間勤務職

員にあっては、１日又は１時間）とする。ただし、残日数のすべてを使用しようとする場合におい

て、当該残日数に１時間未満の端数があるときは、当該残日数のすべてを使用することができる。 

４ 前項の規定にかかわらず、不斉一型短時間勤務職員の年次休暇の単位は、１時間とする。 

５ １時間を単位として使用した年次休暇を日に換算する場合には、次に掲げる職員の区分に応じ、

当該各号に掲げる時間数をもって１日とする。 

（１）次号から第４号までに掲げる職員以外の職員 ７時間４５分 

（２）育児休業法第１０条第１項第１号から第４号までに掲げる勤務の形態の育児短時間勤務職員等 

次に掲げる勤務の形態の区分に応じ、次に掲げる時間数 

  ア 育児休業法第１０条第１項第１号 ３時間５５分 

  イ 育児休業法第１０条第１項第２号 ４時間５５分 

  ウ 育児休業法第１０条第１項第３号 ７時間４５分 

（３）斉一型短時間勤務職員（前号に掲げる職員のうち、斉一型短時間勤務職員を除く。） 勤務日

ごとの勤務時間の時間数（１分未満の端数があるときは、これを切り捨てた時間） 

（４）不斉一型短時間勤務職員（第２号に掲げる職員のうち不斉一型短時間勤務職員を除く。） １

日当たりの勤務時間の時間数（１分未満の端数があるときは、これを切り捨てた時間） 

 （年次休暇の届出） 

第３６条 年次休暇を使用しようとする職員は、あらかじめ年次休暇届出簿に記入して管理者に届け

出なければならない。 

２ 職員は，病気、災害その他やむを得ない事故等により、前項の規定によることができなかった場

合には、その事由を付して事後において届出をすることができる。 

 （病気休暇） 

第３７条 病気休暇の期間は、次の各号に掲げる疾病等の区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げる期

間とする。 

（１）結核性疾患で、管理者が長期の療養又は休養を要すると認めたもの 連続する２年以内の期間

において医師の必要と認めた期間 

（２）公務上の疾病又は負傷 その療養に必要と認める期間 

（３）前２号に掲げる疾病以外の疾病（妊娠に起因する障害を含み、次号に掲げるものを除く。）又

は負傷 次に掲げる期間において最小限度必要とする期間 

  ア 高血圧症（脳卒中を含む。）、動脈硬化性心臓病及び悪性新生物による疾病 １８０日 

  イ 精神及び神経に係る疾病及びその他の慢性疾患のうち、管理者が特に必要と認めるもの １

８０日 

  ウ ア及びイに掲げる疾病以外の負傷又は疾病 ９０日 

（４）生理日における腹痛、腰痛、頭痛等で、勤務することが著しく困難であると女性職員が申し出

たもの ２日以内の期間。ただし、当該女性職員の申出により更に引き続き休暇を承認した場合

にはその期間 

 （特別休暇） 

第３８条 管理者は、次の各号に掲げる場合には、当該各号に掲げる期間の特別休暇を与えることが

できる。 

（１）職員が選挙権その他公民としての権利を行使する場合で、その勤務しないことがやむを得ない

と認められるとき 必要と認められる期間 
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（２）職員が裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、地方公共団体の議会その他官公

署へ出頭する場合で、その勤務しないことがやむを得ないと認められるとき 必要と認められる

期間 

（３）職員が骨髄移植のための骨髄若しくは末しょう血幹細胞移植のための末しょう血幹細胞の提供

希望者としてその登録を実施する者に対して登録の申出を行い、又は配偶者、父母、子及び兄弟

姉妹以外の者に、骨髄移植のため骨髄若しくは末しょう血幹細胞移植のための末しょう血幹細胞

を提供する場合で、当該申出又は提供に伴い必要な検査、入院等のため勤務しないことがやむを

得ないと認められるとき 必要と認められる期間 

（４）職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで次に掲げる社会に貢献する活動（専ら親族に対する支

援となる活動を除く。）を行う場合 １年度において５日の範囲内の期間 

  ア 地震、暴風雨、噴火等により相当規模の災害が発生した被災地又はその周辺の地域における

生活関連物資の配布その他の被災者を支援する活動 

  イ 身体障害者療護施設、特別養護老人ホームその他の主として身体上若しくは精神上の障害の

ある者又は負傷し、若しくは疾病にかかった者に対して必要な措置を講ずることを目的とする

施設であって管理者が定めるものにおける活動 

  ウ ア及びイに掲げる活動のほか、身体上若しくは精神上の障害、負傷又は疾病により常態とし

て日常生活を営むのに支障がある者の介護その他の日常生活を支援する活動 

（５）職員が結婚する場合で、結婚式、旅行その他の結婚に伴い必要と認められる行事等のため勤務

しないことが相当であると認められるとき 連続する７日の範囲内の期間 

（６）８週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）以内に出産する予定である女性職員が申し出

た場合 出産の日までの申し出た期間 

（７）女性職員が出産した場合 出産の日の翌日から８週間を経過する日までの期間（産後６週間を

経過した女性職員が就業を申し出た場合において医師が支障がないと認めた業務に就く期間を除

く。） 

（８）生後満１年６月に達しない子を育てる職員が、その子の保育のために必要と認められる授乳等

を行う場合 １日２回それぞれ３０分以内の申し出た期間（男性職員にあっては、その子の当該

職員以外の親が当該職員がこの号の休暇を使用しようとする日におけるこの号の休暇（これに相

当する休暇を含む。）を承認され、又は労働基準法第６７条の規定により同日における育児時間を

請求した場合は、１日２回それぞれ３０分から当該承認又は請求に係る回ごとの期間を差し引い

た期間を超えない期間） 

   （平成２８病院事業管理規程３・一部改正） 

（９）職員が妻（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。次号において同じ。）

の出産に伴い勤務しないことが相当であると認められる場合 職員の妻の出産のための入院等の

日から当該出産の日後２週間を経過する日までの期間内における３日の範囲内の期間 

（１０）職員の妻が出産する場合であってその出産予定日の８週間（多胎妊娠の場合にあっては、１

４週間）前の日から当該出産の日後８週間を経過する日までの期間にある場合において、当該出

産に係る子又は小学校就学の始期に達するまでの子（妻の子を含む。）を養育する職員が、これら

の子の養育のため勤務しないことが相当であると認められるとき 当該期間内における５日の範

囲内の期間 

（１１）妊娠中又は出産後１年以内の女性職員が母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第１０条

に規定する保健指導又は同法第１３条に規定する健康審査を受ける場合 妊娠２３週までは４週

間に１回、妊娠２４週から妊娠３５週までは２週間に１回、妊娠３６週から出産までは１週間に
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１回、産後１年までは その間に１回（医師等の特別の指示があった場合には、いずれの期間につ

いてもその指示された回数）について、それぞれ、１日の正規の勤務時間の範囲内で必要と認め

られる時間 

（１２）妊娠中の女性職員について、その通勤に利用する交通機関の混雑の程度が母体の健康維持に

重大な支障を与える場合 正規の勤務時間の始め又は終わりにつき、１日を通じて１時間を超え

ない範囲内で、各々必要と認められる時間 

（１３）妊娠中の女性職員について、その業務が母体又は胎児の健康保持に影響がある場合 適宜休

息し、又は補食するために必要と認められる期間 

（１４）職員の親族（別表第３の親族欄に掲げる親族に限る。）が死亡した場合で、職員が葬儀、服喪

その他の親族の死亡に伴い必要と認められる行事等のため勤務しないことが相当であると認めら

れるとき 親族に応じ同表の日数欄に掲げる連続する日数（葬儀のため遠隔の地に赴く場合にあ

っては、往復に要する日数を加えた日数）の範囲内の期間 

（１５）職員が父母、配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にあった者を含む。別表

第３において同じ。）及び子の追悼のための特別な行事のため勤務しないことが相当であると認め

られる場合 １日の範囲内の期間 

（１６）職員が夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維持及び増進又は家庭生活の充実のため勤

務しないことが相当であると認められる場合 １年度の７月から９月までの期間内（第１８条第

２項の規定に基づき週休日及び勤務時間の割振りについて別に定められた職員のうち管理者が特

に認める職員にあっては、１年度の６月から１０月までの期間内）における、週休日、第２６条

第１項の規定により割り振られた勤務時間の全部について時間外勤務代休時間が指定された勤務

日等、休日及び代休日を除いて原則として連続する４日の範囲内の期間 

    （平成２６病院事業管理規程１６・一部改正） 

（１７）地震、水害、火災その他の災害により次のいずれかに該当する場合その他これらに準ずる場

合で、職員が当該住居の復旧作業等のため勤務しないことが相当であると認められるとき 必要

と認められる期間 

  ア 職員の現住居が滅失し、又は損壊した場合で、当該職員がその復旧作業等を行い、又は一時

的に避難しているとき。 

  イ 職員及び当該職員と同一の世帯に属する者の生活に必要な水、食料等が著しく不足している

場合で、当該職員以外にはそれらの確保を行うことができないとき。 

（１８）地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等により出勤することが著しく困難であ

ると認められる場合 必要と認められる期間 

（１９）地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等に際して、職員が退勤途上における身

体の危険を回避するため勤務しないことがやむを得ないと認められる場合 必要と認められる期

間 

（２０）中学校就学の始期に達するまでの子（配偶者の子を含む。以下この号において同じ。）を養育

する職員が、その子の看護（負傷し、若しくは疾病にかかったその子の世話又は疾病の予防を図

るために必要なものとして管理者が定めるその子の世話を行うことをいう。）のため勤務しないこ

とが相当であると認められる場合 １年度において５日（その養育する中学校就学の始期に達す

るまでの子が２人以上の場合にあっては、１０日）の範囲内の期間 

    （平成２６病院事業管理規程１６・一部改正） 

（２１）第３９条第１項に規定する要介護者の介護その他の管理者が定める世話を行う職員が、当該

世話を行うため勤務しないことが相当であると認められる場合 １年度において５日（要介護者
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が２人以上の場合にあっては、１０日）以内の範囲内の期間 

    （平成２４病院事業管理規程４６・平成２６病院事業管理規程１６・平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

２ 前項第９号、第１０号、第２０号及び第２１号の休暇（以下この条において「特定休暇」とい

う。）の単位は、１日又は１時間とする。ただし、特定休暇の残日数のすべてを使用しようとする

場合において、当該残日数に１時間未満の端数があるときは、当該残日数のすべてを使用すること

ができる。 

３ １時間を単位として使用した特定休暇の休暇を日に換算する場合には、次の各号に掲げる職員の

区分に応じ、当該各号に定める時間数をもって１日とする。 

（１）次号及び第３号に掲げる職員以外の職員 ７時間４５分 

（２）斉一型短時間勤務職員 勤務日ごとの勤務時間の時間数（７時間４５分を超える場合にあって

は、７時間４５分とし、１分未満の端数があるときは、これを切り捨てた時間） 

（３）不斉一型短時間勤務職員 ７時間４５分 

 （介護休暇） 

第３９条 管理者は、職員が配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。

以下この項において同じ。）、父母、子、配偶者の父母その他次に掲げる者（第２号に掲げる者に

あっては、職員と同居しているものに限る。）で負傷、疾病又は老齢により２週間以上の期間にわ

たり日常生活を営むのに支障があるもの（以下「要介護者」という。）の介護をするため、勤務しな

いことが相当であると認められる場合には、介護休暇を与えることができる。 

    （平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

（１）祖父母、孫及び兄弟姉妹 

（２）職員又は配偶者との間において事実上父母と同様の関係にあると認められる者及び職員との間

において事実上子と同様の関係にあると認められる者で管理者が定めるもの 

２ 介護休暇の期間は、要介護者のそれぞれが前項に規定する介護を必要とする１の継続する状態ご

とに、３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内で指定する期間（以下「指定期間」と

いう。）とする。 

    （平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

３ 職員は指定期間の指定を希望する期間の初日及び末日を休暇簿（様式第１４号）に記入して、管

理者に指定期間の申出を行わなければならない。 

    （平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

４ 介護休暇の単位は、１日又は１時間とする。 

５ １時間を単位とする介護休暇は、１日を通じ、始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続

した４時間（当該介護休暇と要介護者を異にする介護時間の承認を受けて勤務しない時間がある日

については、当該４時間から当該介護時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間）の範囲内

とする。 

    （平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

６ 介護休暇については、つがる西北五広域連合企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成

２４年つがる西北五広域連合条例第１３号。以下「給与条例」という。）第２０条の規定によりその

勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給料額を減額して給与を支給する。 

    （平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

（介護休暇の指定期間の指定） 
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第３９条の２ 管理者は、前条第３項の規定による指定期間の指定の申出があった場合には、当該申

出による期間の初日から末日までの期間（以下「申出の期間」という。）の指定期間を指定するも

のとする。 

２ 職員は、前条第３項の申出に基づき前項若しくは同条第４項の規定により指定された期間を延長

して指定すること又は当該指定期間若しくはこの項の申出（短縮の指定の申出に限る。）に基づき次

項若しくは同条第４項の規定により指定された指定期間を短縮して指定することを申し出ることが

できる。この場合においては、改めて指定期間として指定することを希望する期間を管理者に対し

て申し出なければならない。 

３ 管理者は、職員から前項の規定による指定期間の延長又は短縮の指定の申出があった場合には、

同条第１項、この項又は次項の規定により指定された指定期間の初日から当該申出に係る末日まで

の期間の指定期間を指定するものとする。 

４ 同条第１項又は前項の規定にかかわらず、管理者は、それぞれ、申出の期間又は前条第３項の申

出に基づき第１項若しくはこの項の規定により指定された指定期間の末日の翌日から同条第２項の

規定による指定期間の延長の指定の申出があった場合の当該申出に係る末日までの期間（以下この

項において「延長申出の期間」という。）の全期間にわたり第４１条第３項ただし書きの規定により

介護休暇を承認できないことが明らかである場合は、当該期間を指定期間として指定しないものと

し、申出の期間又は延長申出の期間中の一部の日が第４１条第３項ただし書きの規定により介護休

暇を承認できないことが明らかな日である場合は、これらの期間から当該日を除いた期間について

指定期間を指定するものとする。 

５ 指定期間の通算は、暦に従って計算し、１月に満たない期間は、３０日をもって１月とする。 

    （平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

（介護時間） 

第３９条の３ 管理者は、要介護者の介護をするため、勤務しないことが相当であると認められる場

合には、介護時間を与えることができる。 

２ 介護時間は、要介護者の介護をするため、要介護者の各々が当該介護を必要とする１の継続する

状態ごとに、連続する３年の期間（当該要介護者に係る指定期間と重複する期間を除く。）内にお

いて１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが必要と認められる休暇とする。 

３ 介護時間の単位は、３０分とする。 

４ 介護時間は、１日を通じ、始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続した２時間（労働基

準法（昭和２２年法律第４９号）第６７条第１項の育児時間又は育児休業法第１９条第１項の規定

によるウ部分休業の承認を受けて勤務しない時間がある日については、当該２時間から当該育児時

間及び当該部分休業の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間）を超えない範囲の時間とする。

５ 介護時間については、給与条例第２０条の規定によりその勤務しない１時間につき、勤務１時

間当たりの給料額を減額して給与を支給する。 

    （平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

 （組合休暇） 

第４０条 組合休暇は、職員が管理者の許可を得て登録された職員団体の業務に従事する期間とする。 

２ 管理者は、職員が登録された職員団体の役員又は登録された職員団体の規約に基づいて設置され

る決議機関（代議員制をとる場合に限る。）、投票管理機関若しくは諮問機関の構成員として、正

規の勤務時間中当該団体の業務に従事する場合及び登録された職員団体の加入する上部団体のこれ

らの機関に相当する機関の業務で、当該職員団体の業務と認められるものに従事する場合に限り、

組合休暇を与えることができる。 
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３ 組合休暇は、１日、半日又は１時間を単位として与えるものとする。ただし、１年度につき３０

日を超えて与えることはできない。 

    （平成２６病院事業管理規程１６・一部改正） 

４ 組合休暇は、無給とする。 

（病気休暇、特別休暇、介護休暇及び介護時間の承認） 

第４１条 病気休暇、特別休暇（第３８条第１項第６号、第７号及び第８号を除く。次項において同

じ。）、介護休暇及び介護時間については、管理者の承認を受けなければならない。 

    （平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

２ 管理者は、病気休暇又は特別休暇の請求について、第３７条に定める場合又は第３８条第１項各

号に掲げる場合に該当すると認めるときは、これを承認しなければならない。ただし、業務の運営

に支障があり、他の時季においても当該休暇の目的を達することができると認められる場合は、こ

の限りでない。 

３ 管理者は、介護休暇又は介護時間の請求について、第３９条第１項又は第３９条の３第１項に定

める場合に該当すると認めるときは、これを承認しなければならない。ただし、当該請求に係る期

間のうち業務の運営に支障がある日又は時間については、この限りでない。 

    （平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

 （病気休暇、特別休暇、介護休暇及び介護時間の請求等） 

第４２条 病気休暇又は特別休暇の承認を受けようとする職員は、あらかじめ有給休暇承認願（様式

第１２号）に記入して管理者に請求しなければならない。なお、第３８条第１項第４号に規定する

休暇を請求する場合においては、ボランティア活動計画書（様式第１３号）を、同項第２１号に規

定する休暇を請求する場合においては要介護者の状態等申出書（様式第１３号の２）を併せて提出

しなければならない。 

２ 第３８条第１項第６号及び第８号の申出は、あらかじめ有給休暇承認願（様式第１２号）に記入

して管理者に対して行わなければならない。 

３ 第３８条第１項第７号に掲げる場合に該当することとなった女性職員は、その旨を速やかに管理

者に届け出るものとする。 

４ 介護休暇又は介護時間の承認を受けようとする職員は、あらかじめ休暇簿（様式第１４号）に記

入して管理者に請求しなければならない。 

    （平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

５ 前項の介護休暇の承認を受けようとする場合において、１回の指定期間について初めて介護休暇

の承認を受けようとするときは、２週間以上の期間（当該指定期間が２週間未満である場合その他

の管理者が定める場合には、管理者が定める期間）について一括して請求しなければならない。 

    （平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

 （休暇の承認の決定） 

第４３条 前条第１項又は第４項の請求があった場合においては、管理者は速やかに承認するかどう

かを決定し、当該請求を行った職員に対して当該決定を通知するものとする。ただし、同項の請求

があった場合において、当該請求に係る期間のうちに当該請求があった日から起算して１週間を経

過する日（以下この項において「１週間経過日」という。）後の期間が含まれているときにおける

当該期間については、１週間経過日までに承認するかどうかを決定することができる。 

２ 管理者は、病気休暇、特別休暇、介護休暇又は介護時間について、その事由を確認する必要があ

ると認めるときは、証明書類の提出を求めることができる。 

    （平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 
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 （組合休暇の許可） 

第４４条 第４０条に規定する組合休暇の許可は、職員から組合休暇許可願（様式第１５号）により

願い出があった場合において、管理者が業務に支障がないと認めるときに、期間を定めて与えるも

のとする。 

 （育児休業、育児短時間勤務及び部分休業） 

第４５条 職員は、つがる西北五広域連合職員の育児休業等に関する条例（平成２４年つがる西北五

広域連合条例第１０号）で準用する五所川原市職員の育児休業等に関する条例（平成１７年五所川

原市条例第３５号。次条において「五所川原市育児休業条例」という。）の規定により管理者の承認

を受けて、育児休業、部分休業又は育児短時間勤務をすることができる。 

 （育児休業、育児短時間勤務及び部分休業の承認の請求等） 

第４６条 職員は、３歳に満たない子を養育するため、育児休業法第２条第１項の規定による育児休

業の承認を受けようとするときは、育児休業承認請求書（様式第１６号）により、育児休業を始め

ようとする日の１月前までに管理者に請求しなければならない。 

２ 職員は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、育児休業法第１０条第１項の規定

による育児短時間勤務の承認を受けようとするときは、育児短時間勤務承認請求書（様式第１７

号）により、育児短時間勤務を始めようとする日の１月前までに管理者に請求しなければならない。 

３ 職員は、五所川原市育児休業条例第３条第４号又は第１０条第５号の規定による申出をする場合

には、第１項の育児休業承認請求書又は前項の育児短時間勤務承認請求書と併せて、育児休業等計

画書（様式第１８号）を管理者に提出しなければならない。 

４ 前項の育児休業等計画書を提出した職員は、当該育児休業等計画書の記載事項に変更を生じたと

きは、遅滞なく、その旨を管理者に届け出なければならない。 

５ 第１項の規定は育児休業法第３条第１項の規定による育児休業の期間の延長の請求について、第

２項の規定は育児休業法第１１条第１項の規定による育児短期間勤務の期間の延長の請求について

準用する。 

６ 職員は、部分休業の承認を受けようとするときは、部分休業承認請求書（様式第１９号）により

管理者に請求しなければならない。 

７ 育児休業、育児短時間勤務又は部分休業（以下この項において「育児休業等」という。）をして

いる職員は、次の各号のいずれかに該当する場合には、遅滞なく、その旨を養育状況変更届（様式

第２０号）により管理者に届け出なければならない。 

（１）育児休業等に係る子が死亡した場合 

（２）育児休業等に係る子が職員の子でなくなった場合 

（３）育児休業等に係る子を養育しなくなった場合 

８ 育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整については、つがる西北五広域連合職員の

育児休業等に関する規則（平成２４年つがる西北五広域連合規則第５号）の例による。 

（自己啓発等休業の承認の請求） 

第４７条 職員の自己啓発休業については、つがる西北五広域連合病院事業職員の自己啓発等休業に

関する条例（平成２４年つがる西北五広域連合条例第１１号）の定めるところによる。 

 （職務に専念する義務の免除の請求） 

第４８条 職員の職務に専念する義務の免除の請求については、つがる西北五広域連合職員の職務に

専念する義務の特例に関する条例（平成１１年つがる西北五広域連合条例第８号）の定めるところ

による。 

   第４章 給与及び旅費 
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 （給与） 

第４９条 職員の給与については、給与条例の定めるところによる。 

 （旅費） 

第５０条 職員の旅費については、つがる西北五広域連合職員等の旅費に関する条例（平成１１年つ

がる西北五広域連合条例第１３号。以下「旅費条例」という。））の定めるところによる。 

２ 前項の規定にかかわらず、旅費条例第２９条において管理者が別に定めるとした者は、給与規程

第３条第２項イに規定する医療職給料表（一）の４級の適用を受ける者とする。 

   第５章 退職 

 （退職） 

第５１条 職員は、自己の都合により退職しようとするときは、辞職願（様式第２１号）の提出によ

り管理者の承認を受けなければならない。 

２ 職員は、前項の辞職願の提出後においても、退職の承認があるまでは、引き続き勤務しなければ

ならない。 

３ 職員の退職については、前２項に定めるもののほか、つがる西北五広域連合病院事業職員の定年

前に退職する意志を有する職員の募集等に関する実施規程（平成２６年つがる西北五広域連合病院

事業管理規程第２号）の定めるところによる。 

    （平成２６病院事業管理規程１６・一部改正） 

   第６章 研修及び厚生 

 （研修） 

第５２条 職員には、その勤務能率の発揮及び増進のため、研修を受ける機会を与える。 

 （被服貸与） 

第５３条 職員に貸与する被服等については、管理者が別に定める。 

   第７章 安全及び衛生 

 （非常災害） 

第５４条 職員は、火災その他非常災害の発生を知り、又はその危険を予知した場合は、臨機の処置

を講ずるとともに、直ちにその旨を上司に報告しなければならない。 

 （安全及び衛生） 

第５５条 職員は、安全及び衛生に関する法令を守り、災害の防止及び疾病の予防に努めなければな

らない。 

２ 前項に定めるもののほか、職員の安全及び衛生については、つがる西北五広域連合病院職員安全

衛生管理規程（平成２４年つがる西北五広域連合病院事業管理規程第１６号）の定めるところによ

る。 

 （就業禁止） 

第５６条 職員が次の各号のいずれかに該当するときは、その就業を禁止する。ただし、第１号に掲

げる者について感染予防の措置をした場合は、この限りでない。 

（１）病毒伝ぱのおそれのある伝染性の疾病にかかっている者 

（２）心臓、腎臓、肺等の疾病で労働のため病勢が著しく増悪するおそれのあるものにかかっている

者 

（３）前各号に準ずる疾病にかかっている者 

（４）その他、管理者が負傷又は病気のため勤務することが適当でないと認める者 

   第８章 災害補償等 

 （災害補償） 
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第５７条 職員の公務上の災害（負傷、疾病、障害又は死亡をいう。）又は通勤による災害に対する補

償については、地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）の定めるところによる。 

 （共済） 

第５８条 職員の共済については、地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）の定める

ところによる。 

   第９章 表彰、分限及び懲戒 

 （表彰） 

第５９条 職員が次の各号のいずれかに該当するときは、これを表彰する。 

（１）災害を未然に防止し、又は災害に際し特に功労があったとき。 

（２）職務上有益な研究、発明、改良及び考案をし、業務の改善に資したとき。 

（３）勤務成績が特に優秀であって他の模範となるとき。 

（４）前３号に掲げるもののほか、職員の模範として特に表彰することが適当と認められるとき。 

２ 表彰は、表彰状のほか、副賞を授与することができる。 

３ 表彰を受けるべき者が死亡したときは、死亡した日に遡って当該者を表彰し、その遺族に贈って

これを行うものとする。 

 （表彰の手続） 

第６０条 表彰の手続きその他必要な事項は管理者が別に定める。 

 （降任、免職及び休職） 

第６１条 職員が次のいずれかに該当する場合においては、その意に反し降任し、又は免職すること

ができる。 

（１）人事評価又は勤務の状況を示す事実に照らして、勤務成績が良くない場合 

    （平成２８病院事業管理規程３・一部改正） 

（２）心身の故障のため職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合 

（３）前２号に規定する場合のほか、その職に必要な適格性を欠く場合 

（４）職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた場合 

２ 職員が次のいずれかに該当する場合においては、その意に反してこれを休職することができる。 

（１）心身の故障のため長期の休養を要する場合 

（２）刑事事件に関し起訴された場合 

 （降任、免職及び休職の手続及び効果） 

第６２条 職員の意に反する降任、免職及び休職の手続及び効果については、つがる西北五広域連合

職員の分限に関する手続及び効果に関する条例（平成２４年つがる西北五広域連合条例第６号）の

定めるところによる。 

 （失職） 

第６３条 職員は、法第１６条各号（第３号を除く。）のいずれかに該当するに至ったときは、条例

に特別の定めがある場合を除くほか、その職を失う。 

 （定年） 

第６４条 職員の定年については、つがる西北五広域連合職員の定年等に関する条例（平成１１年つ

がる西北五広域連合条例第１０号）の定めるところによる。 

 （再任用） 

第６５条 職員の再任用については、つがる西北五広域連合職員の再任用に関する条例（平成２４年

つがる西北五広域連合条例第３号）の定めるところによる。 

 （懲戒） 
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第６６条 職員が次の各号のいずれかに該当する場合においては、法第２９条第１項の規定により、

これに対し懲戒処分として戒告、減給、停職又は免職の処分をすることができる。 

（１）法又はこれに基づく条例、規則若しくは病院事業管理規程に違反した場合 

（２）職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合 

（３）全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 

 （懲戒の手続及び効果） 

第６７条 職員の懲戒の手続及び効果については、つがる西北五広域連合職員の懲戒の手続及び効果

に関する条例（平成２４年つがる西北五広域連合条例第７号）の定めるところによる。 

   第１０章 雑則 

 （臨時及び非常勤の職員の給与、勤務時間、休暇等） 

第６８条 臨時及び非常勤の職員の給与、勤務時間、休暇等については、管理者が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規程は，平成２４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までに、五所川原市、つがる市、鰺ヶ沢

町、鶴田町又は公立金木病院組合に勤務していた職員であった者で引き続きこの規程の適用を受け

ることとなった職員（以下「身分移管職員」という。）について、五所川原市職員の勤務時間、休

暇等に関する規則（平成１７年五所川原市規則第２１号）、つがる市職員の勤務時間、休暇等に関

する規則（平成１７年つがる市規則第２５号）、鰺ヶ沢町職員の勤務時間、休暇等に関する規則

（平成７年鰺ヶ沢町規則第７号）、鶴田町職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成７年鶴田町

規則第２号）又は公立金木病院組合職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成２０年公立金木病

院組合規則第５号）（以下これらを「連合立化前の規則等」という。）の規定によりなされた承認

その他の行為は、それぞれこの規程の相当規定によりなされた承認その他の行為とみなし、病気休

暇、介護休暇、特別休暇等のうち期間の定めのあるものは、その期間を通算する。 

３ 身分移管職員の平成２４年における年次休暇の日数については、この規程の規定にかかわらず、

連合立化前の規則等の規定による年次休暇の施行日の前日における残日数とする。 

附 則（平成２４年病院事業管理規程第２９号） 

 この規程は、公表の日から施行する。 

附 則（平成２４年病院事業管理規程第３７号） 

 この規程は、平成２４年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２４年病院事業管理規程第４６号） 

 この規程は、平成２４年１２月１日から施行する。 

   附 則（平成２５年病院事業管理規程第８号） 

 この規程は公表の日から施行する。 

   附 則（平成２６年病院事業管理規程第１１号） 

 この規程は平成２６年３月１日から施行する。 

   附 則（平成２６年病院事業管理規程第１６号） 

 （施行期日） 

１ この規程は、平成２６年４月１日（以下施行日という。）から施行する。 

 （経過措置） 

２ 施行日において、施行日の前日から引き続き在職する職員（以下「施行日前在職職員」という。）
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については、改正後のつがる西北五広域連合病院事業職員就業規程（以下「改正後の規程」とい

う。）の規定にかかわらず、平成２５年付与分の年次休暇の残日数を施行日から平成２６年１２月３

１日までの間に、平成２６年付与分の年次休暇（改正後の規程により付与された年次休暇は除く。）

を平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日までの間に限り繰り越して請求することができ

るものとする。 

３ 施行日前在職職員に係る施行日から平成２７年３月３１日までの間の第３８条第１項第４号、第

２０号及び第２１号に規定する休暇の日数については、改正後の規程第３８条第1項第４号、第２０

号及び第２１号の規定にかかわらず、改正前のつがる西北五広域連合病院事業職員就業規程（以下

「改正前の規程」という。）の規定の第３８条第１校第４号、第２０号及び第２１号の規定により平

成２６年に与えられたそれぞれの休暇の日数（施行日の前日までに使用した日数がある場合には、

当該日数を控除した日数）に２日（改正後の規程第３８条第１項第２０号に規定する中学校就学の

始期に達するまでの養育する子が２人以上の場合及び同項第２１号に規定する要介護者が２人以上

の場合にあっては、３日）を加えた日数とする。 

４ 施行日前在職職員に係る施行日から平成２７年３月３１日までの間の組合休暇の日数については、

改正後の規程第４０条第３項の規定にかかわらず、改正前の規程第４０条第３項の規定により平成

２６年に与えられた当該休暇の日数（施行日の前日までに使用した日数がある場合には、当該日数

を控除した日数）に８日を加えた日数とする。 

   附 則（平成２６年病院事業管理規程第２８号） 

 この規程は平成２６年９月１日から施行する。 

   附 則（平成２７年病院事業管理規程第７号） 

 この規程は平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２８年病院事業管理規程第３号） 

 この規程は平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２９年病院事業管理規程第２号） 

 この規程は平成２９年１月１日から施行する。 

 

別表第１（第１７条関係）（平成２４病院事業管理規程３７・平成２６年病院事業管理規程第１１号・平成２６病院事業管理

規程１６・平成２７病院事業管理規程７・平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

名称 職別 
勤務

形態 

勤務の  

区 分 

所定労働時間 

始業時間 終業時間 休憩時間 

つがる総合

病院 

職員（病棟及び

救急外来に勤務

する看護部職員

並びに事務部職

員を除く。） 

日勤制 普通勤務 午前８時15分 午後５時 正午から午後１時まで 

病棟に勤務する

看護部職員 

交替制 普通勤務 午前８時15分 午後５時 正午から午後１時まで 

準夜勤務 午後４時15分 午前１時 午後６時から午後７時

まで 

深夜勤務 午前０時15分 午前９時 午前４時から午前５時

まで 

救急外来に勤務

する看護部職員 

交替制 普通勤務 午前８時15分 午後５時 正午から午後１時まで 

準夜勤務 午後４時15分 午前１時 午後８時から午後９時

まで 
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深夜勤務 午前０時15分 午前９時 午前４時から午前５時

まで 

事務部職員（給

食係を除く。） 

 午前８時30分 午後５時

15分 

正午から午後１時まで 

かなぎ病院 職員（病棟に勤

務する看護部職

員及び事務部職

員を除く。） 

日勤制 普通勤務 午前８時15分 午後５時 正午から午後１時まで 

病棟に勤務する

看護部職員 

交替制 普通勤務 午前８時15分 午後５時 正午から午後１時まで 

早出勤務

1 

午前７時15分 午後４時 午前11時から正午まで 

早出勤務

2 

 

午前７時30分 午後４時

15分 

午前11時15分から午後

０時15分まで 

遅出勤務 

 

午前11時45分 午後８時

30分 

午後3時30分から午後4

時30分まで 

準夜勤務 午後４時15分 午前１時 午後６時から午後７時

まで 

深夜勤務 午前０時15分 午前９時 午前４時から午前５時

まで 

半日勤務 午後４時15分 午後９時  

事務部職員  午前８時15分 午後５時 正午から午後１時まで 

鰺ヶ沢病院 職員（病棟に勤

務する看護部職

員及び事務部職

員を除く。） 

日勤制 普通勤務 午前８時15分 午後５時 正午から午後１時まで 

病棟に勤務する

看護部職員 

交替制 普通勤務 午前８時15分 午後５時 正午から午後１時まで 

遅出勤務1 午前10時15分 午後７時 午後2時から午後３時

まで 

遅出勤務2 午後０時15分 午後９時 午後4時から午後５時

まで 

準夜勤務 午後４時15分 午前１時 午後６時から午後７時

まで 

深夜勤務 午前０時15分 午前９時 午前４時から午前５時

まで 

事務部職員  午前８時15分 午後５時 正午から午後１時まで 

つがる市民

診療所 

 

 

職員（事務部職

員を除く。） 

日勤制 普通勤務 午前８時15分 午後５時 正午から午後１時まで 

早出勤務 午前７時45分 午後４時

30分 

午前11時30分から午後

０時30分まで 

事務部職員  午前８時15分 午後５時 正午から午後１時まで 

鶴田診療所 

 

 

職員（事務部職

員を除く。） 

日勤制 普通勤務 午前８時15分 午後５時 正午から午後１時まで 

早出勤務 午前７時45分 午後４時

30分 

正午から午後１時まで 

事務部職員  午前８時15分 午後５時 正午から午後１時まで 

病院運営局

各課 

全職員 普通勤務 午前８時30分 午後５時

15分 

正午から午後１時まで 

 備考 
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  １ 勤務時間は休憩時間を除き１日７時間４５分、１週３８時間４５分を原則とする。 

  ２ 休憩時間は、１日の勤務時間が、６時間を超える場合においては少なくとも４５分、８時間

を超える場合においては少なくとも１時間とする。なお、業務の都合上、本表により難い場合は繰り

上げ又は繰り下げる場合がある。 

 

別表第２（第３５条関係） 

在職期間 日数 

１月に達するまでの期間 ２日 

１月を超え２月に達するまでの期間 ３日 

２月を超え３月に達するまでの期間 ５日 

３月を超え４月に達するまでの期間 ７日 

４月を超え５月に達するまでの期間 ８日 

５月を超え６月に達するまでの期間 10日 

６月を超え７月に達するまでの期間 12日 

７月を超え８月に達するまでの期間 13日 

８月を超え９月に達するまでの期間 15日 

９月を超え10月に達するまでの期間 17日 

10月を超え11月に達するまでの期間 18日 

11月を超え１年未満の期間 20日 

 

別表第３（第３８条関係） 

親族 日数 

配偶者 10日 

父母 
７日 

子 

祖父母 ３日（職員が代襲相続し、かつ、祭具等
の承継を受ける場合にあっては、７日） 

孫 １日 

兄弟姉妹 ３日 

おじ又はおば １日（職員が代襲相続し、かつ、祭具等
の承継を受ける場合にあっては、７日） 

父母の配偶者又は配偶者の父母 ３日（職員と生計を一にしていた場合に
あっては、７日） 

子の配偶者又は配偶者の子 １日（職員と生計を一にしていた場合に
あっては、７日） 

祖父母の配偶者又は配偶者の祖父母 １日（職員と生計を一にしていた場合に
あっては、３日） 兄弟姉妹の配偶者又は配偶者の兄弟姉妹 

おじ若しくはおばの配偶者又は配偶者のおじ
若しくはおば 

１日 
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様式第１号（第５条関係）（平成２６病院事業管理規程１６・一部改正） 

(表) 

年度 出勤簿  職  氏名  
使用 

印鑑 

 
サイン 

 

 

４
月 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15  年次休暇  日 時間 休 職  日 
               病気休暇  日 育児休業  日 

特別休暇  日 部分休業  日 時間 
                   

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30  介護休暇  日 時間 停 職  日 

             昭和の

日 
 職 専 免  日 時間   

欠 勤  日 時間   
                 

５
月 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15  年次休暇  日 時間 休 職  日 

  憲法記

念日 

みどり

の日 

こども

の日 

          病気休暇  日 育児休業  日 

特別休暇  日 部分休業  日 時間 
                   

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 介護休暇  日 時間 停 職  日 

                職 専 免  日 時間   

欠 勤  日 時間   
                     

６
月 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15  年次休暇  日 時間 休 職  日 

               病気休暇  日 育児休業  日 

特別休暇  日 部分休業  日 時間 
                   

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30  介護休暇  日 時間 停 職  日 

               職 専 免  日 時間   

欠 勤  日 時間   
                    

７
月 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15  年次休暇  日 時間 休 職  日 

   
            病気休暇  日 育児休業  日 

特別休暇  日 部分休業  日 時間 
                   

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 介護休暇  日 時間 停 職  日 

                職 専 免  日 時間   

欠 勤  日 時間   
                     

８
月 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15  年次休暇  日 時間 休 職  日 

               病気休暇  日 育児休業  日 

特別休暇  日 部分休業  日 時間 
                   

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 介護休暇  日 時間 停 職  日 

                職 専 免  日 時間   

欠 勤  日 時間   
                     

９
月 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15  年次休暇  日 時間 休 職  日 

               病気休暇  日 育児休業  日 

特別休暇  日 部分休業  日 時間 
                   

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30  介護休暇  日 時間 停 職  日 

               職 専 免  日 時間   

欠 勤  日 時間   
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（裏） 

年度 出勤簿  職  氏名  
使用 

印鑑 

 
サイン 

 

 

10
月 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15  年次休暇  日 時間 休 職  日 
               病気休暇  日 育児休業  日 

特別休暇  日 部分休業  日 時間 
                   

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 介護休暇  日 時間 停 職  日 

                職 専 免  日 時間   

欠 勤  日 時間   
                    

11
月 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15  年次休暇  日 時間 休 職  日 

  文化の

日 
            病気休暇  日 育児休業  日 

特別休暇  日 部分休業  日 時間 
                   

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30  介護休暇  日 時間 停 職  日 

       勤労感

謝の日 

       職 専 免  日 時間   

欠 勤  日 時間   
                   

12
月 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15  年次休暇  日 時間 休 職  日 

               病気休暇  日 育児休業  日 

特別休暇  日 部分休業  日 時間 
                   
16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 介護休暇  日 時間 停 職  日 

       天皇誕

生日 
     休日 休日 休日 職 専 免  日 時間   

欠 勤  日 時間   
                    

１
月 
 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15  年次休暇  日 時間 休 職  日 

元日 休日 休日 
            病気休暇  日 育児休業  日 

特別休暇  日 部分休業  日 時間 
                   

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 介護休暇  日 時間 停 職  日 

                職 専 免  日 時間   

欠 勤  日 時間   
                    

２
月 
 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15  年次休暇  日 時間 休 職  日 

          建国記

念の日 
    病気休暇  日 育児休業  日 

特別休暇  日 部分休業  日 時間 
                   

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28    介護休暇  日 時間 停 職  日 

              職 専 免  日 時間   

欠 勤  日 時間   
                  

３
月 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15  年次休暇  日 時間 休 職  日 

               病気休暇  日 育児休業  日 

特別休暇  日 部分休業  日 時間 
                   
16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 介護休暇  日 時間 停 職  日 

                職 専 免  日 時間   

欠 勤  日 時間   
                    

備考 海の日、敬老の日、秋分の日、体育の日、成人の日、春分の日は、該当日についてそれぞれ表記すること。 
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様式第２号（第６条関係）（平成２４病院事業管理規程２９・平成２４病院事業管理規程３７・平成２６病院事
業管理規程１６・平成２７病院事業管理規程７・一部改正） 

 
運営 

局長 

運営局

課長 
係長 係 

院長 

所長 

事務 

(部)長 

課長 

次長 
課長補佐 

次長補佐 係長 所属長 

          

 

年  月  日 

 

  つがる西北五広域連合病院事業管理者 

 

施設名 

所 属 

職氏名          ㊞ 

 

欠 勤 届 

 

  下記のとおり欠勤したいので、届けます。 

 

記 

 

 １ 欠勤する期間     年   月   日   時   分から 

 

               年   月   日   時   分まで 

 

 

 2 欠勤する理由 
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様式第３号（第１２条関係） 

 
  所属長 

  

年  月  日 

 

事 務 引 継 書 

 

施設名 

前任者 職氏名         ㊞ 

後任者 職氏名         ㊞ 

 

 

  下記のとおり事務の引継ぎをしました。 

 

記 

 

 １ 引継年月日 

 

 ２ 引き継いだ簿冊      別紙目録のとおり 

 

 ３ 引き継いだ事務の内容   別紙のとおり 
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様式第４号（第１３条関係） 

 
  所属長 

  

年  月  日 

 

  つがる西北五広域連合病院事業管理者 

 

施設名 

所 属 

職氏名          ㊞ 

 

履 歴 事 項 異 動 届 

 

  下記のとおり履歴事項について異動を生じたので、届けます。 

 

記 

 

 １ 異動(取得)事項(氏名、本籍、現住所、学歴、資格、免許) 

 

    (旧) 

 

    (新) 

 

 ２ 異動(取得)年月日 

 

 ３ 異動の理由 

 

 ４ 証明資料(添付) 



 

- 420 - 

 

様式第５号（第１３条関係） 

 
  所属長 

  

年  月  日 

 

  つがる西北五広域連合病院事業管理者 

 

施設名 

所 属 

職氏名          ㊞ 

 

履 歴 事 項 訂 正 願 

 

  下記のとおり履歴事項について誤りがありますから、訂正をお願いします。 

 

記 

 

 １ 訂正事項(氏名、生年月日、本籍、現住所、学歴、資格、免許、発令事項) 

 

    (現に登載されている事項) 

 

    (訂正する事項) 

 

 ２ 訂正の理由 

 

 ３ 証明資料(添付) 
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様式第６号（第１４条関係） 

 
身元保証書 

 

  本籍地 

 

  現住所 

 

氏 名 

生年月日 

 

 上記の者、今般御広域連合病院事業職員に採用になりました。 

 ついては、私達保証人となり、本人がその職務を行うことについて、過失又は故意によ

りつがる西北五広域連合病院事業又は他人に損害を加えたとき連帯して賠償の責任を負い

ます。 

  つがる西北五広域連合病院事業管理者 

       年 月 日 

     本 籍 地                   

     現 住 所                   

身元保証人氏名       ㊞  

 生年月日                   

                         職員との関係 

     本 籍 地                   

     現 住 所                   

身元保証人氏名       ㊞  

生年月日                   

職員との関係           
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様式第７号（第１５条関係） 

 

年  月  日 

 

  つがる西北五広域連合病院事業管理者 

 

施設名 

所 属 

職氏名          ㊞ 

 

在籍専従許可申請書 

 

  下記のとおり     職員団体(労働組合)の役員として当該職員団体(労働組合)の

業務に専ら従事したいので、許可を申請します。 

 

記 

 

 １ 職員団体(労働組合)の名称 

 

 ２ 役 員 名 

 

 ３ 役 員 の 任 期     年  月  日から 

 

                   年  月  日まで 

 

 ４ 許可を受けようとする在籍専従期間     年  月  日から 

 

                        年  月  日まで 
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様式第８号（第１５条関係） 

 

年  月  日 

 

  つがる西北五広域連合病院事業管理者 

 

施設名 

所 属 

職氏名          ㊞ 

 

在籍専従資格喪失届出書 

 

  下記のとおり     職員団体(労働組合)の役員として当該職員団体(労働組合)の

業務に専ら従事する者でなくなったので、届けます。 

 

記 

 

 １ 理 由 

 

 

 

 ２ 理由発生年月日 

 

 

 

年  月  日 



 

- 424 - 

 

様式第９号（第１６条関係） 

 

年  月  日 

 

  つがる西北五広域連合病院事業管理者 

 

施設名 

所 属 

職氏名          ㊞ 

 

営利企業等の従事許可願 

願い出

る職員 

職 名 
  

氏 名 
  

所属名 
  

現住所 
  

従

事

の

内

容 

団 体 名 
  

所 在 地 
  

業務の内容 
  

職 名 
  

事務の

内容と

責任の

程度 

  

勤 務 先 
  

勤務の態様 
  

収 入 額 
  

従事の期間 
  

営利企業に従事する

ことを必要とする理

由 

  

営利企業に従事する

ことが職務の遂行に

与える影響、その他

参考事項についての

所属長の意見 
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様式第１０号（第２５条、第２８条、第３１条関係）（平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

 

□早出遅出勤務請求書 

□深夜勤務制限請求書 

□時間外勤務制限請求書 

  

 つがる西北五広域連合病院事業管理者 

 請求年月日    年  月  日  

   □ 養育   □ 早出遅出勤務  

 次のとおり      のため  □ 深夜勤務の制限   を請求します。 

   □ 介護   □ 時間外勤務の制限 

（就業規程第30条 

□ 第１項 □ 第２項） 

 

請 求 者  施設名               

所 属               

氏 名            ㊞  

１ 請求に係る子又は要
介護者 

氏 名                    

  (続柄：            ) 

子 の 生 年月日     年  月  日生(□出産予定日) 

養子縁組の効力が生じた日     年  月  日 

２ 職員の配偶者で当該
子の親である者の有無
及び状況 

 

□有

  

 □ 深夜において就業している。 
 □ 負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により

養育が困難である。 
 □ 産前８週間(多胎妊娠の場合にあっては、14週間)又

は産後８週間以内である。 

□無 

３ 要介護者の状態及び
具体的な介護の内容 

  

４ 請求に係る期間 早 出 遅 出 勤 務 年  月  日から  
 

年  月  日まで  

□ 毎日 
□ 毎週    曜日 
□ その他(   ) 深夜勤務の制限 

時間外勤務の制限 
     年  月  日から 
 □1年  □  月(12月に満たないものに限る。) 

５ 請求に係る早出遅出
勤務の始業及び終業の
時刻並びに当該時刻と
する理由 

時   分 始業 
 

時   分 終業 

【理由】 
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(注) 

 １について 

  ①「続柄等」欄には、請求に係る子又は要介護者の請求者との続柄等（請求に係る子が就業規程第２４条第１項

に規定する特別養子縁組の成立前の監護対象者等に該当する場合にあっては、その事実。）を記入する。 

  ②「子の生年月日」欄及び「養子縁組の効力を生じた日」欄は、子を養育するために請求する場合において記

入する。なお、請求に係る子が請求の際に出生していない場合には、「子の生年月日」欄に出産予定日を記

入し、出産予定日の□にレ印を記入する。 

 ２について 

 ①この欄は、子を養育するための深夜勤務の制限を請求の場合において記入する。 

 ②「深夜において就業している」とは、深夜における就業日数が１月に３日を超えることをいう。 

 ３について 

 この欄は、要介護者を介護するために請求する場合において記入する。 

 ４について 

   小学校就学の始期に達するまでの子を養育するために早出遅出勤務又は深夜勤務の制限を請求する場合に

は、当該請求に係る子が満6歳に達する日以後の最初の３月31日以前の日を早出遅出勤務終了日又は深夜勤務

制限終了日として請求する。 

 ５について 

    この欄の始業及び終業の時刻は、あらかじめ定められた早出遅出勤務に係る始業及び終業の時刻のうち、請

求するものを記入する。 
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様式第１１号（第２５条、第２８条、第３１条関係）（平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

 
育児又は介護の状況変更届 

年  月  日 届出  

つがる西北五広域連合病院事業管理者 

 

施設名                

所 属                

氏 名            ㊞   

 

  

次のとおり 

□ 早出遅出勤務 

□ 深夜勤務の制限 

□ 時間外勤務の制限 

に係る 

□ 子の療育 

 

□ 要介護者の介護 

の状況について 

 

変更が生じたので届け出します。 

 

１ 届出の事由 

 （１） 養育の状況の変更 

   □ 子が死亡した。 

   □ 職員の子でなくなった。 

     (□離縁  □養子縁組の取消し  □家事審判事件の終了 

      □児童福祉法第２７条第１項第３号の規定による措置の解除 ) 

   □ 子と同居しなくなった。 

   □ 職員の配偶者で子の親であるものが深夜において常態として当該子を養育できる

者に該当することとなった。 

   □ 上記以外の事由により請求できる職員に該当しなくなった。 

     （理由：                        ） 

 

 （２） 介護の状況の変更 

   □ 要介護者が死亡した。 

   □ 要介護者と職員との親族関係が消滅した。 

     (消滅の理由：                        ) 

 

２ 届出の事実が発生した日 

       年  月  日 
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様式第１２号（第４２条関係） 

 

  
所
属

長
印 

  

 

年   月   日  

 つがる西北五広域連合病院事業管理者 

 

施設名  

        

所 属     

          

職氏名           ㊞ 

有給休暇承認願 

 つがる西北五広域連合病院事業職員就業規程(平成２４年つがる西北五広域連合病院事業管理

規程第１３号)第４２条第１項の規定により下記のとおり、有給休暇の承認をお願いします。 

記 

1 休暇期間     年  月  日～    年  月  日(  日間) 

2 理 由 

3 休暇期間における所在地 

 

4 添付書類 

5 備考 

 

 

 

 

 

(注)この様式は、年次休暇以外の有給休暇について使用すること。 
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様式第１３号（第４２条関係） 

 
  

所
属

長
印 

  

年   月   日  

ボランティア活動計画書 

 つがる西北五広域連合病院事業管理者 

施設名  

        

所 属     

          

職氏名           ㊞ 

１ 活動期間 

      年  月  日～   年  月  日 

２ 活動の種類 

   □被災者への支援活動   □社会福祉施設等における活動 

   □その他 

３ 活動場所 

   施設名等： 

   所在地： 

   電 話： 

４ 具体的な活動内容 

 

 

５ 仲介団体等の有無及び団体名 

   □有       □無 

   団体名 

   電 話 

６ 備 考 

 

注１ 「３ 活動場所」及び「４ 具体的な活動内容」については、当該活動が仲介団体等（社

会福祉協議会等主として活動の仲介を行っている団体のほか、自ら活動主体となって活動を

行う団体も含まれる。）を通じたものであり当該仲介団体等による証明が得られる場合に

は、適宜記入を省略して差し支えない。 

 ２ 「３ 活動場所」は、活動場所が支援する相手の居宅である場合には、その者の氏名及び

住所等を記入する。 

 ３ 「６ 備考」は、支援する相手の居宅における活動を仲介団体等を通じないで行う場合

に、その者の状態について記入する。 
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様式第１３号の２（第４２条関係） 

要介護者の状態等申出書 

    年   月   日 提出     

施設名 

所 属 

氏 名          ㊞ 

 

１ 要介護者に関する事項 

   （１） 氏名 

 

  （２） 職員との続柄 

 

   （３） 職員との同居又は別居の別 

□同居     □別居 

 

 （４） 介護が必要となった時期 

         年   月   日 

 

 ２ 要介護者の状態 

 

 

 ３ 備考 

 

 注１ 「１（４） 介護が必要となった時期」については、その時期が請求を行う時期から

相当以前であること等により特定できない場合には、日又は月の記載を省略すること

ができる。 

  ２ 「２ 要介護者の状態」には、職員が要介護者の介護をしなければならなくなった状

況が明らかになるように、具体的に記入する。 
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様式第１４号（第４２条関係）（平成２９病院事業管理規程２・改正） 

休  暇  簿 
（ 介 護 休 暇 用 ）        

(※印の欄は職員が記入又は押印する。) 

※ 
要介護者に関 
する事項 
 

氏名  ※要介護者の状態及び具体的な介護の内容 

続柄   
同・別居 □同居  □別居  
介護が必要となった時期 

年  月  日 
 

 

指 定 期 間 の 申 出・指 定 
 第１回 

 
第２回 
 

第３回 
 ※ 

 申出の期間 

 

※ 

申出日 

※ 

本人印 
所属 

長印 
承認印 

※ 

 申出の期間 

※ 

申出日 

※ 

本人印 
所属 

長印 
承認印 

※ 

 申出の期間 

※ 

申出日 

※ 

本人印 
 

所属 

長印 
承認印 

年 月 日から

年 月 日まで

   年 月 日から

 年 月 日まで

    年 月 日から

 年 月 日まで

    

備考 期間 備考 期間 備考 期間 

月
日

   月
  日

   月
  日

指 定 期 間 の 延 長・短 縮 
 第１回 

 
第２回 
 

第３回 
 ※延長・短縮 

後の末日 

※ 

申出日 

※ 

本人印 
所属 
長印 

承認印 
※延長・短縮 

後の末日 

※ 

申出日 

※ 

本人印 
 

所属 
長印 

承認印 
※延長・短縮 

後の末日 

※ 

申出日 
 

※ 

本人印 
 

所属 
長印 

承認印 

( 年  月 日から） 

 年 月 日まで 

    ( 年  月 日から） 

年 月 日まで 

    ( 年  月 日から） 

年 月 日まで 

    

( 年  月 日から） 

年 月 日まで 

    ( 年  月 日から） 

年 月 日まで 

    ( 年  月 日から） 

年 月 日まで 

    

備考 延長･短縮

後の期間 
備考 延長･短縮

後の期間 
備考 延長･短縮

後の期間 

  月
  日

   月 
  日 

   月
  日

所属 
 

氏名 
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(※印の欄は職員が記入又は押印する。) 

介 護 休 暇 の 請 求 ・ 承 認 

※ 

請求の期間 

※ 

請 求 

年月日 

※ 

本人印 承認の 

可否 

決裁 
 備考 所属 

長印 
承認印 年月日 

 
時間 日・時間数 

年  月  日から 

年  月  日まで 

□毎日 

□その他（  ） 

時 分～ 時 分

時 分～ 時 分

 日
年月日

 □承認  

□不承認 

   
時

年  月  日から 

年  月  日まで 

□毎日 

□その他（  ） 

時 分～ 時 分

時 分～ 時 分

日
年月日

 □承認  

□不承認 

   
時

年  月  日から 

年  月  日まで 

□毎日 

□その他（  ） 

時 分～ 時 分

時 分～ 時 分

日
年月日

 □承認  

□不承認 

   
時

年  月  日から 

年  月  日まで 

□毎日 

□その他（  ） 

時 分～ 時 分

時 分～ 時 分

日
年月日

 □承認  

□不承認 

   
時

年  月  日から 

年  月  日まで 

□毎日 

□その他（  ） 

時 分～ 時 分

時 分～ 時 分

日
年月日

 □承認  

□不承認 

   
時

年  月  日から 

年  月  日まで 

□毎日 

□その他（  ） 

時 分～ 時 分

時 分～ 時 分

日
年月日

 □承認  

□不承認 

   
時

年  月  日から 

年  月  日まで 

□毎日 

□その他（  ） 

時 分～ 時 分

時 分～ 時 分

日
年月日

 □承認  

□不承認 

   
時

年  月  日から 

年  月  日まで 

□毎日 

□その他（  ） 

時 分～ 時 分

時 分～ 時 分

日
年月日

 □承認  

□不承認 

   
時

年  月  日から 

年  月  日まで 

□毎日 

□その他（  ） 

時 分～ 時 分

時 分～ 時 分

日
年月日

 □承認  

□不承認 

   
時

年  月  日から 

年  月  日まで 

□毎日 

□その他（  ） 

時 分～ 時 分

時 分～ 時 分

日
年月日

 □承認  

□不承認 

   
時

年  月  日から 

年  月  日まで 

□毎日 

□その他（  ） 

時 分～ 時 分

時 分～ 時 分

日
年月日

 □承認  

□不承認 

   
時

年  月  日から 

年  月  日まで 

□毎日 

□その他（  ） 

時 分～ 時 分

時 分～ 時 分

日
年月日

 □承認  

□不承認 

   
時
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(※印の欄は職員が記入又は押印する。) 

介護休暇の取消し等 

※ 

休暇の取消し等の期間 
※ 

本人印 

所属 

長印 
承認印 備考 

年月日 時  間 
 

日・時間数 

年  月  日から 

年  月  日まで 

時 分～ 時 分 

時 分～ 時 分 

日    
時

年  月  日から 

年  月  日まで 

時 分～ 時 分 

時 分～ 時 分 

日    
時

年  月  日から 

年  月  日まで 

時 分～ 時 分 

時 分～ 時 分 

日    
時

年  月  日から 

年  月  日まで 

時 分～ 時 分 

時 分～ 時 分 

日    
時

年  月  日から 

年  月  日まで 

時 分～ 時 分 

時 分～ 時 分 

日    
時

年  月  日から 

年  月  日まで 

時 分～ 時 分 

時 分～ 時 分 

日    
時

年  月  日から 

年  月  日まで 

時 分～ 時 分 

時 分～ 時 分 

日    
時

年  月  日から 

年  月  日まで 

時 分～ 時 分 

時 分～ 時 分 

日    
時

年  月  日から 

年  月  日まで 

時 分～ 時 分 

時 分～ 時 分 

日    
時

年  月  日から 

年  月  日まで 

時 分～ 時 分 

時 分～ 時 分 

日    
時

年  月  日から 

年  月  日まで 

時 分～ 時 分 

時 分～ 時 分 

日    
時

年  月  日から 

年  月  日まで 

時 分～ 時 分 

時 分～ 時 分 

日    
時
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様式第１４条の２（第４２条関係）（平成２９病院事業管理規程２・改正） 

休  暇  簿        

（ 介 護 時 間 用 ）       
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
(※印の欄は職員が記入又は押印する。) 

所属 
 

氏名 
 

 
※ 
要介護者に関 
する事項 
 

氏名  ※要介護者の状態及び具体的な介護の内容 

続柄  
同・別居 □同居  □別居 

介護が必要となった時期 

年  月  日 
 連続する３年の期間 

      年  月  日から  年  月  日まで 

 
※ 

請求の期間 

※ 

請 求 

年月日 

※ 

本人印 承認の 

可否 

所属 

長印 
承認印 備考 

年月日 時間 

年  月  日から

年  月  日まで

□毎日 

□その他（  ） 

  時  分～  時  分

  時  分～  時  分 年  月 日 
 □承認 

□不承認 

   

年  月  日から

年  月  日まで

□毎日 

□その他（  ） 

  時  分～  時  分

  時  分～  時  分
年  月 日 

 □承認 

□不承認 

   

年  月  日から

年  月  日まで

□毎日 

□その他（  ） 

  時  分～  時  分

  時  分～  時  分
年  月 日 

 □承認 

□不承認 

   

年  月  日から

年  月  日まで

□毎日 

□その他（  ） 

  時  分～  時  分

  時  分～  時  分
年  月 日 

 □承認 

□不承認 

   

年  月  日から

年  月  日まで

□毎日 

□その他（  ） 

  時  分～  時  分

  時  分～  時  分
年  月 日 

 □承認 

□不承認 

   

年  月  日から

年  月  日まで

□毎日 

□その他（  ） 

  時  分～  時  分

  時  分～  時  分
年  月 日 

 □承認 

□不承認 

   

年  月  日から

年  月  日まで

□毎日 

□その他（  ） 

   時  分～  時  分

  時  分～  時  分
年  月 日 

 □承認 

□不承認 
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(※印の欄は職員が記入又は押印する。)  

   

※ 

請求の期間 

※ 

請 求 

年月日 

※ 

本人印 
承認の 

可否 

所属 
長印 

承認印 備考 
年月日 

 
時間 

 年  月  日から 

年  月  日まで 

□毎日 

□その他（  ） 
  時  分～  時  分

  時  分～  時  分
年  月 日

 □承認  

□不承認 

   

年  月  日から 

年  月  日まで 

□毎日 

□その他（  ） 

  時  分～  時  分

  時  分～  時  分
年  月 日

 □承認  

□不承認 

   

年  月  日から 

年  月  日まで 

□毎日 

□その他（  ） 
  時  分～  時  分

  時  分～  時  分
年  月 日

 □承認  

□不承認 

   

年  月  日から 

年  月  日まで 

□毎日 

□その他（  ） 
  時  分～  時  分

  時  分～  時  分
年  月 日

 □承認  

□不承認 

   

年  月  日から 

年  月  日まで 

□毎日 

□その他（  ） 
  時  分～  時  分

  時  分～  時  分
年  月 日

 □承認  

□不承認 

   

年  月  日から 

年  月  日まで 

□毎日 

□その他（  ） 
  時  分～  時  分

  時  分～  時  分
年  月 日

 □承認  

□不承認 

   

年  月  日から 

年  月  日まで 

□毎日 

□その他（  ） 
  時  分～  時  分

  時  分～  時  分
年  月 日

 □承認  

□不承認 

   

年  月  日から 

年  月  日まで 

□毎日 

□その他（  ） 
  時  分～  時  分

  時  分～  時  分
年  月 日

 □承認  

□不承認 

   

年  月  日から 

年  月  日まで 

□毎日 

□その他（  ） 
  時  分～  時  分

  時  分～  時  分
年  月 日

 □承認  

□不承認 

   

年  月  日から 

年  月  日まで 

□毎日 

□その他（  ） 
  時  分～  時  分

  時  分～  時  分
年  月 日

 □承認  

□不承認 

   

年  月  日から 

年  月  日まで 

□毎日 

□その他（  ） 
  時  分～  時  分

  時  分～  時  分
年  月 日

 □承認  

□不承認 

   

年  月  日から 

年  月  日まで 

□毎日 

□その他（  ） 
  時  分～  時  分

  時  分～  時  分
年  月 日

 □承認  

□不承認 
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(※印の欄は職員が記入又は押印する。) 

 

※ 

休暇の取消し等の期間 

※ 

本人印 所属 

長印 
承認印 備考 

年月日 
 

時間 
 年  月  日から 

年  月  日まで 

  時  分～  時  分

  時  分～  時  分

    

年  月  日から 

年  月  日まで 

  時  分～  時  分

  時  分～  時  分

    

年  月  日から 

年  月  日まで 

  時  分～  時  分

  時  分～  時  分

    

年  月  日から 

年  月  日まで 

  時  分～  時  分

  時  分～  時  分

    

年  月  日から 

年  月  日まで 

  時  分～  時  分

  時  分～  時  分

    

年  月  日から 

年  月  日まで 

  時  分～  時  分

  時  分～  時  分

    

年  月  日から 

年  月  日まで 

  時  分～  時  分

  時  分～  時  分

    

年  月  日から 

年  月  日まで 

  時  分～  時  分

  時  分 ～ 時  分

    

年  月  日から 

年  月  日まで 

  時  分～  時  分

  時  分～  時  分

    

年  月  日から 

年  月  日まで 

  時  分～  時  分

  時  分～  時  分

    

年  月  日から 

年  月  日まで 

  時  分～  時  分

  時  分～  時  分

    

年  月  日から 

年  月  日まで 

  時  分～  時  分

  時  分～  時  分
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様式第１５号（第４４条関係） 

 

  

所
属

長
印 

  

年  月  日  

 つがる西北五広域連合病院事業管理者 

施設名 

所属名 

職氏名           ㊞  

組合休暇許可願 

 つがる西北五広域連合病院事業職員就業規程(平成２４年つがる西北五広域連合病院事業管理

規程第１３号)第４４条の規定により下記のとおり、組合休暇の許可をお願いします。 

記 

１ 所属する職員団体の名称 

２ 職員団体における役職名 

３ 許可を受けて従事する業務の内容 

 

 

 

４ 従事する期間 

      年   月   日(  時 分)から 

      年   月   日(  時 分)まで(  日間・ 時間) 

５ 本年中に許可を受けた延日数     日   時間 
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様式第１６号（第４６条関係）（平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

 
 

所属長 
 
 

 
 

 

 

        

育 児 休 業 承 認 請 求 書 

  

  つがる西北五広域連合病院事業管理者 

 

 下記のとおり育児休業の承認（育児休業

の期間の延長）を請求します。 

請求年月日    年  月  日 

 

施設名 

所 属 

職氏名           ㊞ 

１  請求に係る子 

氏 名  

続 柄 等  

生 年 月 日 年   月   日生 

２  請 求 の 内 容 

□育児休業の承認     □育児休業の期間の延長 

□再度の育児休業の承認  □再度の育児休業の期間の延長 

(再度の育児休業又は再度の育児休業期間の延長が必要な事情を記入) 

 

３ 請 求 期 間    年   月   日から   年   月   日まで 

４ 既に育児休業を

した期間 

   年   月   日から   年   月   日まで 

   年   月   日から   年   月   日まで 

５ 備 考 
 

 (注)① 請求（育児休業の期間の延長に係るものを除く。）に係る子の氏名、請求者との続柄

等及び生年月日を証明する書類(医師又は助産師が発行する出生(産)証明書、母子健康

手帳の出生届出済証明書、官公署が発行する出生届受理証明書等。写しでも可)を添付

すること。 

   ② 子の出生前に請求する場合は、請求期間欄には出産予定日以後の期間を記入するもの

とし、請求に係る子欄の記入及び証明書類の添付は、出生後速やかに行うこと。 

   ③ 備考欄には、請求に係る子以外に３歳に満たない子を養育する場合（当該請求に係る

子の出生の日から57日間に、職員（当該期間内に産後休暇（第38条第１項第７号に掲げ

る場合における休暇をいう。）により勤務しなかった職員を除く。）が当該請求に係る

子について最初の育児休業をする場合を除く。）においてはその氏名、請求者との続柄

等及び生年月日について、請求に係る子が養子の場合においては養子縁組の効力が生じ

た日について、請求に係る子以外の子について現に育児休業の承認を受けている場合に

おいてはその旨並びに当該承認に係る子の氏名及び当該承認の請求に係る期間等につい

て記入すること。 

   ④ 該当する□には、レ印を記入すること。 

所属長の意見 
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様式第１７号（第４６条関係）（平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

 
所属長 

 
 

 

 
 

        

育 児 短 時 間 勤 務 承 認 請 求 書 

 

つがる西北五広域連合病院事業管理者 

 

 下記のとおり育児短時間勤務の承認（育児

短時間勤務の期間の延長）を請求します。 

請求年月日    年  月  日 

 

施設名 

所 属 

職氏名           ㊞ 

1 請求に係る子 

氏 名  

続 柄 等  

生 年 月 日 年   月   日生 

2 請 求 の 内 容 

□育児短時間勤務の承認  □育児短時間勤務の期間の延長 

□再度の育児短時間勤務の承認(再度の育児短時間勤務が必要な事情を記入) 

 

3 請 求 期 間    年   月   日から   年   月   日まで 

4 勤 務 の 形 態 

 週  時間  分勤務 

（育児休業法第10条第１項 

 

□第1号 □第2号 □第3号 

□第4号 □第5号 
の勤務形態） 

 

 

 勤務の日 

 及  び 

 時 間 帯 

月（  ：  ～  ：  ） 火（  ：  ～  ：  ） 
水（  ：  ～  ：  ） 木（  ：  ～  ：  ） 
金（  ：  ～  ：  ） 

5 既に育児短時間

 勤務をした期間 

   年   月   日から   年   月   日まで 

   年   月   日から   年   月   日まで 

6 備 考  

 (注)① 請求（育児短時間勤務の期間の延長に係るものを除く。）に係る子の氏名、請求者との

続柄等及び生年月日を証明する書類(医師又は助産師が発行する出生(産)証明書、母子健

康手帳の出生届出済証明書、官公署が発行する出生届受理証明書等。写しでも可)を添付

すること。 

② 子の出生前に請求する場合は、請求期間欄には出産予定日以後の期間を記入するもの

とし、請求に係る子欄の記入及び証明書類の添付は、出生後速やかに行うこと。 

③ 勤務の日及び時間帯欄に掲げられていない日に勤務を希望する場合等当該欄により難

い場合には、備考欄に必要な事項を記入すること。 

④ 備考欄には、請求に係る子以外に小学校就学前の子を養育する場合においてはその氏

名、請求者との続柄等及び生年月日について、請求に係る子が養子の場合においては養

子縁組の効力が生じた日について、請求に係る子以外の子について現に育児短時間勤務

の承認を受けている場合においてはその旨並びに当該承認に係る子の氏名及び当該承認

の請求に係る期間等について記入すること。  

⑤ 該当する□には、レ印を記入すること。 

 

所属長の意見 
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様式第１８号（第４６条関係） 

 
 

所属長 
 
 

 

 
 

        

育 児 休 業 等 計 画 書 

提出年月日    年  月  日 

  つがる西北五広域連合病院事業管理者 

施設名 

所 属            

職氏名          ㊞ 

 再度の育児休業（育児短時間勤務）の承認の請求をする予定ですので、育児休業等の

計画について下記のとおり提出します。 

 なお、下記の記載事項に変更が生じた場合は、遅滞なく届け出ます。 

1 請求の別 □ 育児休業    □育児短時間勤務 

2 請求に係る子 

氏 名   生年月日   年  月  日生 

3 請求者の計画 

請 求 期 間   年  月  日から  年  月  日まで 

再度の請求予定期間   年  月  日から  年  月  日まで 

4 備          考  

(注)① 育児休業等計画書は、育児休業承認請求書又は育児短時間勤務承認請求書と同時に（変

更の届出の場合は、記載事項に変更が生じた後遅滞なく）提出するものとすること。 

② 請求期間欄には、育児休業承認請求書又は育児短時間勤務承認請求書に記載した請求

期間を記入すること。 

③ 子の出生前に提出する場合は、請求に係る子欄の記入は、出生後速やかに行うこと。 

④ 変更の届出の場合は、変更する箇所のみ記入すること。 

⑤ 該当する□にはレ印を記入すること。 



 

- 441 - 

 

様式第１９号（第４６条関係）（平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

 
(表) 

  
所属長 

 
 

 

 
 

        

部分休業承認請求書 

請求年月日     年  月  日 

  つがる西北五広域連合病院事業管理者 

 下記のとおり部分休業の承認を請求します。 
 

施設名 

所 属            

職氏名          ㊞ 

1 請求に係る子 

氏     名  

続  柄  等  

生 年 月 日 年   月   日生 

2 請 求 期 間及 

び 時 間 

期 間 時 間 

年 月 日から 

 

年 月 日まで 

□毎 日 

 

□その他( ) 

午前 
時  分から 

時  分まで 

午後 
時  分から 

時  分まで 

年 月 日から 

 

年 月 日まで 

□毎 日 

 

□その他( ) 

午前 
時  分から 

時  分まで 

午後 
時  分から 

時  分まで 

3 備     考 

 

 

 (注)① 請求に係る子の氏名、請求者との続柄等及び生年月日を証明する書類(医師又は助産

師が発行する出生(産)証明書、母子健康手帳の出生届済証明書、官公署が発行する出生

届受理証明書などのいずれか。写しでも可)を添付すること。 

   ② 部分休業の承認の取消しを申請する場合は、裏面に記入すること。 

   ③ 該当する□には、レ印を記入すること。 
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(裏) 

決 裁 欄 
月

日 

休業の承認を取り消された

時間 
時間数 

請 求 者

の印 
備考 

   
 

 
午 前 午 後 

      

／ 
 時 分から 

 時 分まで 

 時 分から 

 時 分まで 

時間 

分 

    

      

／ 
 時 分から 

 時 分まで 

 時 分から 

 時 分まで 

時間 

分 

    

      

／ 
 時 分から 

 時 分まで 

 時 分から 

 時 分まで 

時間 

分 

    

      

／ 
 時 分から 

 時 分まで 

 時 分から 

 時 分まで 

時間 

分 

    

      

／ 
 時 分から 

 時 分まで 

 時 分から 

 時 分まで 

時間 

分 

    

      

／ 
 時 分から 

 時 分まで 

 時 分から 

 時 分まで 

時間 

分 

    

      

／ 
 時 分から 

 時 分まで 

 時 分から 

 時 分まで 

時間 

分 

    

      

／ 
 時 分から 

 時 分まで 

 時 分から 

 時 分まで 

時間 

分 

    

      

／ 
 時 分から 

 時 分まで 

 時 分から 

 時 分まで 

時間 

分 

    

      

／ 
 時 分から 

 時 分まで 

 時 分から 

 時 分まで 

時間 

分 

    

      

／ 
 時 分から 

 時 分まで 

 時 分から 

 時 分まで 

時間 

分 

    

      

／ 
 時 分から 

 時 分まで 

 時 分から 

 時 分まで 

時間 

分 
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様式第２０号（第４６条関係）（平成２９病院事業管理規程２・一部改正） 

 
 

所属長 
 

 
  

        

年  月  日 

 

  つがる西北五広域連合病院事業管理者 

 

施設名 

所 属 

職氏名          ㊞ 

 

養育状況変更届 

 

        育 児 休 業 

下記のとおり 育児短時間勤務 に係る子の養育の状況について変更が生じたので、届け出ま

す。            部 分 休 業 

 

記 

 

 １ 届出の事由 

  □ 育児休業等に係る子を養育しなくなった。 

    □同居しなくなった □負傷・疾病 □ 託児できるようになった 

 □その他(                ) 

  □ 育児休業等に係る子が死亡した。 

  □ 育児休業等に係る子と離縁した。 

  □ 育児休業等に係る子との養子縁組が取り消された。 

  □ 育児休業等に係る子との親族関係が特別養子縁組により終了した。 

  □ 育児休業等に係る子についての民法第817条の2第1項の規定による請求に係る家事審判事

件が終了した。 

  □ 育児休業等に係る子との養子縁組が成立しないまま児童福祉法第27条第1項第3号の規定

による措置が解除された。 

  □ その他(      ) 

 

 ２ 届出の事由が発生した日 

 

       年  月  日
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様式第２１号（第５１条関係） 

 
辞 職 願 

年  月  日  

 つがる西北五広域連合病院事業管理者 

 

施設名 

所 属 

職氏名          ㊞ 

 

 私は、〇〇〇〇のため、  年  月  日付けで辞職したいので承認してください。 


